
（平成２１年１０月２８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 36 件

国民年金関係 11 件

厚生年金関係 25 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 36 件

国民年金関係 19 件

厚生年金関係 17 件

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

埼玉国民年金 事案 2437 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 54 年４月から同年 12 月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名  ： 女 

        基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 12 年生 

    住 所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨等 

申 立 期 間  ：  ① 昭和 39 年４月から 41 年３月まで 

                  ② 昭和 54 年４月から同年 12 月まで 

申立期間①についてＡ社会保険事務所に照会したところ、納付の事

実が確認できないとの回答であった。 

その後、申立期間②についても納付の事実が確認できないとの回答

であった。 

申立期間①及び②の国民年金保険料は、当時住んでいたＢ町(現在は、

Ｃ市)で、夫婦二人の国民年金の加入手続をしてから保険料の納付を欠

かしたことは無く、未納であるというのは、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②について、申立人は、国民年金の被保険者資格を取得してか

らは夫婦二人の保険料を一緒に納付してきたと述べており、納付について

の記憶は鮮明である。 

また、Ｄ市役所で保管する国民年金被保険者名簿の記録によれば、申

立期間②について、申立人の納付記録はその夫と同じ日付で納付日が記

録されており、納付が確認できることから社会保険事務所における記録

管理に不手際が認められる。 

 さらに、申立人は、申立期間①及び②を除き、申立期間以後において

60 歳の前月まで未納期間は無いことから、国民年金の保険料納付意識は

高かったと思われる。 

   しかし、申立期間①についてＢ町役場では、ⅰ)住所記録は保存期間を

経過しており不明、ⅱ)国民年金の被保険者名簿に記録は確認できない、



                      

  

ⅲ）国民健康保険の被保険者の加入記録についても保存期間を経過して資

料が無いことから不明と回答しており、同町での国民年金の被保険者資格

の取得について記録の確認ができなかった。 

また、申立人は、Ｂ町役場がＥ駅の北側にあり、長男を出産したＦ院

がＧ署のそばにあったことや住居が駅の南側にあったことなどを記憶し

ているものの、家計簿、確定申告書等申立期間①の国民年金保険料を納

付していたことを示す関連資料が無く、納付場所のほかには納付金額等

を記憶していない。 

さらに、社会保険庁の保管する記録によれば、申立人の国民年金手帳

記号番号は、申立期間①後の昭和 41 年７月 30 日にその夫と連番でＨ市

(41 年からＨ市に居住)において払い出されており、申立人は夫婦の国民

年金の被保険者の資格取得届を同年７月 30 日以後にＨ市で手続したこと

が推認されるところ、申立人の納付記録も申立人の夫と同様 41 年４月か

らとなっている。 

   加えて、氏名検索結果でもほかに国民年金手帳記号番号が払い出された

形跡は無い。 

このほか、申立期間①において国民年金保険料の納付をうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 54 年４月から同年 12 月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 

 

 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2441 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 39 年４月から 42 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 42 年３月まで 

    申立期間のうち、昭和 36 年及び 37 年ころの国民年金保険料は当時勤

めていた会社の社長が同僚とともに給与から天引きして納付し、38 年

から 42 年ころまでの保険料は、当時勤めていた店のマネージャーが私

と同僚二人分の保険料を集金してまとめて納付したはずであり、未納と

されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 36 年及び 37 年ころの国民年金保険料

については勤務していたＡ区Ｂ地の会社社長が、38 年ころから 42 年３月

までの保険料については勤務していた同区Ｃ地の飲食店のマネージャーが、

いずれも会社の同僚とともに保険料を集金して納付してくれたはずである

と主張しているところ、申立期間のうち、39 年４月から 42 年３月までは、

勤務していた飲食店で申立人と同様の立場にあった同僚の保険料が納付済

みであることから、申立人の当該期間の保険料が未納となっているのは不

自然である。 

   一方、申立期間のうち、昭和 36 年４月から 39 年３月までの期間につい

ては、申立人の国民年金保険料を給与から控除して納付したとするＡ区Ｂ

地の会社の社長は既に他界しており、国民年金の加入及び保険料の納付状

況が不明である上、当時、申立人と同様の立場にあった同僚は当該期間の

保険料が未納となっている。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 39 年４月から 42 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2446 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年４月から 48 年６月までの期間、49 年１月から同年

３月までの期間及び 49 年７月から同年 12 月までの期間の国民年金保険料

については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47 年４月から 48 年６月まで 

      ②  昭和 49 年１月から同年３月まで  

③ 昭和 49 年７月から同年 12 月まで 

    昭和 45 年９月の結婚を機に、国民年金の支払等を妻に一任し、その

後、申立期間を含め国民年金保険料は妻が納付した。また、妻は 48 年

４月に国民年金に加入し、以後、私と妻の分を納付したはずである。私

の分のみ未納とされているのは納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、その妻が申立期間①から③までの国民年金保険料を納付し

たとしているところ、申立人及びその妻の国民年金手帳記号番号は昭和

48 年５月にＡ市から連番で払い出されており、妻は申立期間①のうちの

48 年４月から同年６月までの期間、申立期間②及び③の保険料をすべて

納付していることから、当該期間の申立人の保険料が未納となっている

のは不自然である。 

また、申立期間①のうち、Ｂ区在住時の昭和 47 年４月から 48 年３月

までの保険料については、同じくＢ区在住時でその直前の 43 年２月から

47 年３月までの保険料が納付済みとなっており、当該期間は国民年金手

帳記号番号が払い出された 48 年５月の時点では、特例納付及び過年度納

付によりさかのぼって納付する必要があるが、特例納付及び過年度納付

を行った形跡はみられないことから、Ｂ区在住時に別の国民年金手帳記

号番号が払い出され、その番号により当該期間の保険料が納付されたも



                      

  

のと考えられ、その直後の 47 年４月から 48 年３月までについても同番

号により納付できたはずであり、同期間が未納となっているのは不自然

である。 

さらに、申立人は、申立期間①直後の昭和 48 年７月にＣとして独立開

業し、53 年には住宅を購入するなど、当時、経済的には順調であったと

考えられ、申立期間①から③までの保険料を未納とする事情は見当たら

ない。 

加えて、申立人は申立期間①から③までを除き、保険料をすべて納付

しており、申立人の妻も国民年金手帳記号番号が払い出された 48 年５月

の前月である同年４月以降、申立期間を含め保険料をすべて納付してい

ることから、申立人及びその妻の保険料の納付意欲は高かったとものと

認められる。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2452 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 42 年 10 月から 44 年３月までの国民

年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記

録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年４月から 40 年５月まで 

             ② 昭和 41 年４月から 44 年３月まで 

    私は、安定した仕事が無かったので年をとったら困ると思い、新聞や

市報で今ならさかのぼって国民年金の加入ができると聞き加入した。

１万円を超える保険料を納付した記憶がある。申立期間が未納となっ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ市役所で国民年金の加入手続をした際にさかのぼって１万

円を超える国民年金保険料を納付したと主張しているところ、Ａ市では、

過年度納付書を発行し、保険料も国民年金の担当の窓口で収納していたと

している。 

また、申立人は、国民年金手帳記号番号が払い出された昭和 44 年 11 月

28 日に加入手続を行ったと推認でき、同月 10 日に納付した同年４月から

同年 10 月までの現年度の国民年金保険料と国民年金の加入時点で納付可

能な 42 年 10 月から 44 年３月までの過年度納付保険料を合計すると、一

人 5,250 円で、夫婦二人の保険料は合わせて１万 500 円となり、申立人が

主張する保険料におおむね一致することから、申立人がまとめて納付した

と主張する保険料は、現年度納付保険料及び過年度納付保険料を合わせて

納付したものと推認される。 

しかし、申立人の申立期間のうち、昭和 36 年４月から 40 年５月までの

期間及び 41 年４月から 42 年９月までの期間の国民年金保険料については、

国民年金手帳記号番号が払い出された 44 年 11 月 28 日時点では時効によ



                      

  

り納付できない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 42 年 10 月から 44 年３月までの国民年金保険料を納付していたもの

と認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2453 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 42 年 10 月から 44 年３月までの国民

年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記

録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住    所 ：  

    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 44 年３月まで 

    私は、夫が工事現場で働いており、将来のことを考えると困ると思い、

年金のことが新聞や市報などで、今ならさかのぼって国民年金に加入で

きることを聞き加入した。１万円を超える国民年金保険料を納付した記

憶がある。申立期間が未納となっていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ市役所で国民年金の加入手続をした際にさかのぼって１万

円を超える国民年金保険料を納付したと主張しているところＡ市では、過

年度納付書を発行しており、保険料も国民年金の窓口で収納していたとし

ている。 

   また、申立人は、国民年金手帳記号番号が払い出された昭和 44 年 11 月

28 日に加入手続を行ったと推認でき、同月 10 日に納付した同年４月から

同年 10 月までの現年度の国民年金保険料と国民年金の加入時点で納付可

能な 42 年 10 月から 44 年３月までの過年度納付保険料を合計すると、一

人 5,250 円で、夫婦二人の保険料は合わせて１万 500 円となり、申立人が

主張する保険料におおむね一致することから、申立人がまとめて納付した

と主張する保険料は、現年度納付保険料及び過年度納付保険料を合わせて

納付したものと推認される。 

   しかし、申立期間のうち、昭和 36 年４月から 42 年９月までの国民年金

保険料については、国民年金手帳記号番号が払い出された 44 年 11 月 28

日時点では時効により納付できない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 42 年 10 月から 44 年３月までの国民年金保険料を納付していたもの

と認められる。   



                      

  

埼玉国民年金 事案 2454 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 39 年８月から 44 年 11 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39 年８月から 44 年 11 月まで 

昭和 44 年２月に就職後、国民年金の未納分を納付しないと年金受給

権を失うとの督促を受けたので、49 年４月にＡ市に引っ越した後の２

か月後くらいに、私がＢ区役所に行き、その数日後にＣ社会保険事務所

で未納分５万円から６万円くらいを一括納付した記憶がある。申立期間

の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 49 年６月ころに申立期間の国民年金保険料をまとめて

納付したとしているところ、申立人が国民年金保険料を納付したとする

49 年６月ころは第２回の特例納付が実施されている時期に当たり、かつ、

申立人は 35 年 10 月１日に強制被保険者資格を取得し、申立期間は国民年

金の強制加入期間であることから、申立人が申立期間の保険料を特例納付

することは可能であった。 

また、申立人がまとめて納付したとする国民年金保険料額は、特例納付

に必要な保険料額におおむね一致している上、申立人は、保険料納付につ

いて、Ｂ区役所に行き、その数日後にＣ社会保険事務所で保険料を納付し

たと具体的に申述している。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2459 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50 年３月の国民年金保険料については、納付していたも

のと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年３月 

昭和 50 年２月に、私が、勤めていた会社を退職した際、当時民生委

員だった父が、私の厚生年金保険から国民年金への切替手続と、同年３

月からの国民年金保険料の納付をしてくれていた。保険料の納付につい

ては、毎月自宅まで集金に来ていたＡ市の職員に対し、同居していた両

親の保険料と一緒に、父が私の保険料も納付してくれていた。申立期間

が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人を含む同居の家族の国民年金保険料について、すべて

申立人の父が納付してくれていたと主張しているところ、申立期間につい

て、申立人が同居していたその父及び母の保険料は納付済みであり、申立

人の保険料だけが未納となっているのは不自然である。 

また、申立人は幾度となく国民年金被保険者資格の種別変更を行ってい

るが、当該手続を適切に行っている上、申立期間以外に未納は無いことか

ら、納付意識の高さがうかがえる。 

さらに、申立人が１か月間と短期間である申立期間の国民年金保険料を

納付できなかったとする特段の事情は見当たらない。 

   その他の周辺事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の

国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2460 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 52 年 11 月の国民年金保険料については、納付していたも

のと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52 年 11 月 

 私が 20 歳になったころ、家族はＡ市に住んでいたが、両親が国民年

金に加入の手続をしてくれ、保険料も納付してくれていたと記憶してお

り、申立期間が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 52 年 12 月に払い出されてい

ることから、申立期間は納付可能な期間である。 

また、申立期間は１か月と短期間であり、申立人に申立期間の国民年

金保険料を納付できないような特別の事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2463 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年１月から同年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年８月から 48 年３月まで 

② 昭和 52 年１月から同年３月まで 

    私が会社を退職して、Ａの卸業を始めた昭和 45 年８月ごろ、私がＢ

町役場（現在は、Ｃ市役所）で夫婦二人分の国民年金の加入手続をし、

すぐに妻が夫婦二人分の国民年金保険料を納付し始めた。申立期間①の

保険料は、Ｂ町及びその後に転居したＤ市で、申立期間②の保険料は、

再転入したＣ市で納付しているので、未納のはずがない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②について、申立人は、同期間以降、国民年金から厚生年金

保険へ切り替える平成 11 年３月までの期間の国民年金保険料をすべて

納付しており、納付意識は高かったものと考えられる。 

    また、申立人の妻が、３か月と短期間である申立期間②の国民年金保

険料を納付できなかったとする特別な事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間①について、申立人は、申立人自身がＢ町役場で国民年金の

加入手続をし、すぐにその妻が国民年金保険料を納付し始めたと主張し

ているが、申立人の妻は、保険料の納付方法等についての記憶が曖昧
あいまい

で

あり、保険料の納付状況等が不明である。 

    また、申立人の国民年金手帳記号番号は、Ｄ市からＣ市に再転入した

後の昭和 49 年４月２日に払い出されており、その時点では、申立期間

①の一部は時効により国民年金保険料を納付できない期間であり、別の

国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる形跡も見当た



                      

  

らない。 

    さらに、申立人の妻が申立期間①について国民年金保険料を納付して

いたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 52 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2464 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年１月から同年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年８月から 48 年３月まで 

② 昭和 52 年１月から同年３月まで 

    夫が会社を退職して、Ａの卸業を始めた昭和 45 年８月ころ、夫がＢ

町役場（現在は、Ｃ市役所）で夫婦二人分の国民年金の加入手続をし、

すぐに私が夫婦二人分の国民年金保険料を納付し始めた。申立期間①の

保険料は、Ｂ町及びその後に転居したＤ市で、申立期間②の保険料は、

再転入したＣ市で納付しているので、未納のはずがない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②について、申立人は、同期間以降、第１号被保険者から第

３号被保険者へ種別変更する平成 11 年３月までの期間の国民年金保険

料をすべて納付しており、納付意識は高かったものと考えられる。 

    また、申立人が、３か月と短期間である申立期間②の国民年金保険料

を納付できなかったとする特別な事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間①について、申立人は、その夫がＢ町役場で国民年金の加入

手続をし、すぐに申立人自身が国民年金保険料を納付し始めたと主張し

ているが、保険料の納付方法等についての記憶が曖昧
あいまい

であり、保険料の

納付状況等が不明である。 

    また、申立人の国民年金手帳記号番号は、Ｄ市からＣ市に再転入した

後の昭和 49 年４月２日に払い出されており、その時点では、申立期間

①の一部は時効により国民年金保険料を納付できない期間であり、別の

国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる形跡も見当た



                      

  

らない。 

    さらに、申立人が申立期間①について国民年金保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 52 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2465 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年２月から同年３月までの期間、

48 年４月から同年 12 月までの期間及び 49 年 10 月から 50 年９月までの

期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められることか

ら、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年５月から同年９月まで  

             ② 昭和 45 年 11 月から 46 年３月まで 

             ③ 昭和 47 年２月から 50 年９月まで 

             ④ 平成６年８月から 10 年３月まで 

    私は何回か職に就いたが、入社した会社はどの会社も短期間で倒産し、

私と妻はパートをしながら働き必死に生計を立ててきた。無職の辛さが

身に染みていたので、将来は無職になっても年金だけはもらって生きて

いけるようにと、妻が二人分の国民年金保険料を必死に納めてきたので

未納期間があることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、申立人の妻が、夫婦で国民年金に加入し、夫婦一緒に国民

年金保険料を納付したとするところ、申立人及びその妻の国民年金手帳

記号番号は、夫婦連番で昭和 48 年４月 21 日に払い出されており、申立

期間③のうち 47 年２月から同年３月までの期間、48 年４月から同年 12

月までの期間及び 49 年 10 月から 50 年９月までの期間は、社会保険庁

の記録では、申立人の妻は納付していることが確認できることから、申

立人の納付状況もその妻と同様であったと考えられ、申立人のみが未納

となっているのは不自然である。 

     

 ２  一方、申立期間①、申立期間②、申立期間③のうち、昭和 47 年４月

から 48 年３月までの期間及び 49 年１月から同年９月までの期間並びに



                      

  

申立期間④については、それぞれ申立人の妻も社会保険庁の記録では未

加入又は未納となっている上、国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無い。 

 

 ３  その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 47 年２月から同年３月までの期間、48 年４月から同年 12 月

までの期間及び 49 年 10 月から 50 年９月までの期間の国民年金保険料

を納付していたものと認められる。 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 1908 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａにおける資格喪失

日に係る記録を、昭和 64 年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を、20 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏     名 ： 女 

    基 礎 年 金 番 号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住     所 ：  

    

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 63 年 12 月 31 日から 64 年１月１日まで 

    昭和 63 年 12 月末日に株式会社Ａを退職したが、同月は厚生年金保

険に加入していない扱いとなっている。資格喪失日は、64 年１月１日

のはずなので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間に訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａに保存されていた申立人の退職願には、昭和 63 年 12 月末日

をもって退職したい旨記述されており、また、同社は厚生年金保険被保険

者資格喪失届の記載に誤りがあったと思われるが、通常末日退職の場合は

必ず退職月分の厚生年金保険料は控除していると供述していることから判

断すると、申立人は 63 年 12 月 31 日まで同社に在籍していたことが認め

られ、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の株式会社Ａにおけ

る昭和 63 年 11 月の社会保険庁の記録から 20 万円とすることが必要であ

る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は保険料を納付したか否かについては厚生年金保険被保険者資格喪

失届の記載に誤りがあり納付していないことを認めていること、Ｂ年金基



  

金及び社会保険事務所の厚生年金保険の記録における資格喪失日が雇用保

険被保険者記録における離職日の翌日となっており、公共職業安定所、厚

生年金基金及び社会保険事務所の三者が誤って同じ資格喪失日を記録した

とは考え難いことから、当該社会保険事務所の記録どおりの届出が事業主

から行われ、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 63 年 12 月

の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告

知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保

険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 1910 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ株式会社における資格取得日は、昭和 48 年２月１日、資格

喪失日は 49 年２月 21 日であると認められることから、申立期間に係る

厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正するこ

とが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 48 年２月から同年７

月までは４万 5,000 円、同年８月から 49 年１月までは５万 6,000 円とす

ることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 48 年２月１日から 49 年２月 21 日まで 

    厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、

Ｂに勤務していたのに加入記録が無いとの回答であったが、正社員であ

ったのは間違いがないので、申立期間について被保険者であったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立人は、Ｂに昭和 48 年２月から 49 年２月まで勤務して厚生年金保

険に加入していたと申し立てているところ、社会保険事務所が管理する

Ａ株式会社の被保険者名簿には、申立人と同一姓名で漢字表記も同一で

あるが誕生年が同じで誕生月日が異なる、基礎年金番号に未統合の被保

険者記録（「Ｃ」昭和 26 年＊月＊日生、加入期間：48 年２月１日から

49 年２月 21 日まで）が確認できる。 

このＡ株式会社は、申立当時のＤ会員名簿及び同社代表取締役の供述

から申立人が記憶しているＢと同一事業所であることが確認できる。 

また、同被保険者名簿に記載があり連絡のとれる被保険者４人に同僚

照会したところ、３人から申立人に記憶があり、同姓同名の者はいなか

ったと供述している。 

これらを総合的に判断すると、Ａ株式会社の被保険者名簿の申立人と

同一姓名の被保険者記録は、申立人の記録であると認められる。 



  

なお、申立期間に係る標準報酬月額は、同名義の被保険者名簿から、

昭和 48 年２月から同年７月までは４万 5,000 円、同年８月から 49 年１

月までは５万 6,000 円とすることが妥当である。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 1913 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、Ａ株式会社Ｂ所の資格喪失日及び同社

Ｃ所の資格取得日を昭和 39 年８月 10 日に訂正し、同年７月の標準報酬月

額を３万 6,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年７月 15 日から同年８月 15 日まで 

昭和 27 年９月にＡに入社し、平成６年 12 月に退職するまで、転勤

はあったが途中退職した覚えはない。給料から社会保険料を天引きさ

れていた記憶もあるので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した退職証明書、Ａ株式会社から提供のあった申立人の

従業員台帳から判断すると、昭和 39 年８月 10 日に同社のＢ所からＣ所

に転勤していることが確認でき、同社も 27 年９月 11 日から平成６年 12

月までの在籍を認めている。 

また、Ａ株式会社は、申立人の転勤時に厚生年金保険の被保険者資格

の取得喪失の届出に関して事務処理を誤ったこと、及び申立期間に係る

厚生年金保険料を給与から控除したことを認めていることから判断する

と、申立人は申立期間に厚生年金保険被保険者として事業主により給与

から厚生年金保険料を控除されていたものと認められる。 

また、従業員台帳の記録から、Ａ株式会社Ｂ所の昭和 39 年７月 15 日

付け資格喪失日と、Ｃ所の同年８月 15 日付け資格取得日を、異動日であ

る同年８月 10 日に訂正することが妥当である。 

さらに、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｂ

所の昭和 39 年６月の社会保険事務所の記録から、３万 6,000 円とするこ



  

とが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義

務の履行については、事業主は転勤時に得喪手続に誤りがあり、納付し

ていないことを認めていることから、事業主がＡ株式会社のＢ所の資格

喪失日を昭和 39 年７月 15 日、同社Ｃ所の資格取得日を同年８月 15 日と

して届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年７月の厚生年

金保険料の納入告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行

ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料

を還付した場合を含む。）、事業主は申立期間に係る厚生年金保険料納

付義務を履行していないと認められる。 



  

埼玉厚生年金 事案 1916 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録は、厚生年金保険法（昭和29

年法律第115号）第75条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標

準賞与額とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の

特例等に関する法律（平成19年法律第131号）に基づき、申立人の申立期

間の標準賞与額に係る記録を平成16年３月24日は33万円に、17年３月29日

の記録は43万5,000円に、18年３月30日の記録は39万4,000円とすることが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

        住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16 年３月 24 日 

             ② 平成 17 年３月 29 日 

             ③ 平成 18 年３月 30 日 

    株式会社Ａから支給された賞与に関する記録（①平成 16 年３月 24 日、

②17 年３月 29 日及び③18 年３月 30 日にそれぞれ支給）が抜けている。 

    賞与一覧表を添付するので、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録は、厚生年金保険法第 75 条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、平成 16 年３月 24 日、17 年３月 29 日及び 18 年３月 30

日に支給された賞与に係る賞与一覧表から、申立人は、33 万円、43 万

5,000 円及び 39 万 4,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業

主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ



  

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



  

埼玉厚生年金 事案 1917 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録は、厚生年金保険法（昭和29

年法律第115号）第75条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標

準賞与額とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の

特例等に関する法律（平成19年法律第131号）に基づき、申立人の申立期

間の標準賞与額に係る記録を平成16年３月24日は28万円に、17年３月29日

の記録は27万円に、18年３月30日の記録は22万5,000円とすることが必要

である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

        住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16 年３月 24 日 

             ② 平成 17 年３月 29 日 

             ③ 平成 18 年３月 30 日 

    株式会社Ａから支給された賞与に関する記録（①平成 16 年３月 24 日、

②17 年３月 29 日及び③18 年３月 30 日にそれぞれ支給）が抜けている。 

    賞与一覧表を添付するので、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録は、厚生年金保険法第 75 条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、平成 16 年３月 24 日、17 年３月 29 日及び 18 年３月 30

日に支給された賞与に係る賞与一覧表から、申立人は、28 万円、27 万円

及び 22 万 5,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ



  

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



  

埼玉厚生年金 事案 1918 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録は、厚生年金保険法（昭和29

年法律第115号）第75条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標

準賞与額とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の

特例等に関する法律（平成19年法律第131号）に基づき、申立人の申立期

間の標準賞与額に係る記録を平成16年３月24日は23万円に、17年３月29日

の記録は30万5,000円に、18年３月30日の記録は30万6,000円とすることが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

        住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16 年３月 24 日 

             ② 平成 17 年３月 29 日 

             ③ 平成 18 年３月 30 日 

    株式会社Ａから支給された賞与に関する記録（①平成 16 年３月 24 日、

②17 年３月 29 日及び③18 年３月 30 日にそれぞれ支給）が抜けている。 

    賞与一覧表を添付するので、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録は、厚生年金保険法第 75 条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、平成 16 年３月 24 日、17 年３月 29 日及び 18 年３月 30

日に支給された賞与に係る賞与一覧表から、申立人は、23 万円、30 万

5,000 円及び 30 万 6,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業

主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ



  

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 1919 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録は、厚生年金保険法（昭和29

年法律第115号）第75条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標

準賞与額とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の

特例等に関する法律（平成19年法律第131号）に基づき、申立人の申立期

間の標準賞与額に係る記録を平成16年３月24日は24万円に、17年３月29日

の記録は28万5,000円に、18年３月30日の記録は21万2,000円とすることが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

        住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16 年３月 24 日 

             ② 平成 17 年３月 29 日 

             ③ 平成 18 年３月 30 日 

    株式会社Ａから支給された賞与に関する記録（①平成 16 年３月 24 日、

②17 年３月 29 日及び③18 年３月 30 日にそれぞれ支給）が抜けている。 

    賞与一覧表を添付するので、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録は、厚生年金保険法第 75 条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、平成 16 年３月 24 日、17 年３月 29 日及び 18 年３月 30

日に支給された賞与に係る賞与一覧表から、申立人は、24 万円、28 万

5,000 円及び 21 万 2,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業

主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ



  

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



  

埼玉厚生年金 事案 1920 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録は、厚生年金保険法（昭和29

年法律第115号）第75条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標

準賞与額とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の

特例等に関する法律（平成19年法律第131号）に基づき、申立人の申立期

間の標準賞与額に係る記録を平成16年３月24日は25万円に、17年３月29日

の記録は26万5,000円に、18年３月30日の記録は25万5,000円とすることが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

        住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16 年３月 24 日 

             ② 平成 17 年３月 29 日 

             ③ 平成 18 年３月 30 日 

    株式会社Ａから支給された賞与に関する記録（①平成 16 年３月 24 日、

②17 年３月 29 日及び③18 年３月 30 日にそれぞれ支給）が抜けている。 

    賞与一覧表を添付するので、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録は、厚生年金保険法第 75 条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、平成 16 年３月 24 日、17 年３月 29 日及び 18 年３月 30

日に支給された賞与に係る賞与一覧表から、申立人は、25 万円、26 万

5,000 円及び 25 万 5,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業

主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ



  

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



  

埼玉厚生年金 事案 1921 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録は、厚生年金保険法（昭和29

年法律第115号）第75条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標

準賞与額とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の

特例等に関する法律（平成19年法律第131号）に基づき、申立人の申立期

間の標準賞与額に係る記録を平成16年３月24日は16万円とすることが必要

である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51 年生 

        住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16 年３月 24 日 

    株式会社Ａから支給された賞与に関する記録（平成 16 年３月 24 日に

支給）が抜けている。 

    賞与一覧表を添付するので、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録は、厚生年金保険法第 75 条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、平成 16 年３月 24 日に支給された賞与に係る賞与一覧表

から、申立人は、16 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



  

埼玉厚生年金 事案 1922 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録は、厚生年金保険法（昭和29

年法律第115号）第75条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標

準賞与額とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の

特例等に関する法律（平成19年法律第131号）に基づき、申立人の申立期

間の標準賞与額に係る記録を平成16年３月24日は17万円に、17年３月29日

の記録は21万円に、18年３月30日の記録は20万5,000円とすることが必要

である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51 年生 

        住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16 年３月 24 日 

             ② 平成 17 年３月 29 日 

             ③ 平成 18 年３月 30 日 

    株式会社Ａから支給された賞与に関する記録（①平成 16 年３月 24 日、

②17 年３月 29 日及び③18 年３月 30 日にそれぞれ支給）が抜けている。 

    賞与一覧表を添付するので、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録は、厚生年金保険法第 75 条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、平成 16 年３月 24 日、17 年３月 29 日及び 18 年３月 30

日に支給された賞与に係る賞与一覧表から、申立人は、17 万円、21 万円

及び 20 万 5,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ



  

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



  

埼玉厚生年金 事案 1923 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録は、厚生年金保険法（昭和29

年法律第115号）第75条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標

準賞与額とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の

特例等に関する法律（平成19年法律第131号）に基づき、申立人の申立期

間の標準賞与額に係る記録を平成16年３月24日は13万5,000円に、17年３

月29日の記録は18万5,000円に、18年３月30日の記録は18万2,000円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55 年生 

        住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16 年３月 24 日 

             ② 平成 17 年３月 29 日 

             ③ 平成 18 年３月 30 日 

    株式会社Ａから支給された賞与に関する記録（①平成 16 年３月 24 日、

②17 年３月 29 日及び③18 年３月 30 日にそれぞれ支給）が抜けている。 

    賞与一覧表を添付するので、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録は、厚生年金保険法第 75 条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、平成 16 年３月 24 日、17 年３月 29 日及び 18 年３月 30

日に支給された賞与に係る賞与一覧表から、申立人は、13 万 5,000 円、

18 万 5,000 円及び 18 万 2,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ



  

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



  

埼玉厚生年金 事案 1924 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録は、厚生年金保険法（昭和29

年法律第115号）第75条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標

準賞与額とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の

特例等に関する法律（平成19年法律第131号）に基づき、申立人の申立期

間の標準賞与額に係る記録を平成17年３月29日は17万円に、18年３月30日

の記録は21万4,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56 年生 

        住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17 年３月 29 日 

             ② 平成 18 年３月 30 日 

    株式会社Ａから支給された賞与に関する記録（①平成 17 年３月 29 日、

②18 年３月 30 日にそれぞれ支給）が抜けている。 

    賞与一覧表を添付するので、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録は、厚生年金保険法第 75 条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、平成 17 年３月 29 日及び 18 年３月 30 日に支給された賞

与に係る賞与一覧表から、申立人は、17 万円及び 21 万 4,000 円の標準賞

与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこと

が認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業



  

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



  

埼玉厚生年金 事案 1925 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月

額の記録を 53 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 平成６年７月１日から同年９月 12 日まで 

 社会保険事務所の厚生年金保険の加入記録を確認したところ、Ａ株

式会社に勤務していた平成６年７月及び同年８月に係る標準報酬月額

が、実際の給料より低い報酬額に訂正されているので、訂正前の標準

報酬月額に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間については、給与明細書から 53 万円の標準報酬月

額に相当する厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

   また、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、社会保険庁のオンライ

ン記録において、当初、申立人が主張する 53 万円と記録されていたが、

Ａ株式会社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった日（平成７年

３月 31 日）の後の７年４月６日付けで、６年７月１日にさかのぼって８

万円に訂正処理されていることが確認できる。 

   一方、申立人は、当該事業所の閉鎖登記簿謄本により、申立期間当時、

取締役であったことが確認できるが、当該事業所が厚生年金保険の適用事

業所ではなくなった平成７年３月 31 日より約半年前の６年９月 12 日に被

保険者資格を喪失し、翌月には他の事業所の被保険者資格を取得していた

上、別の取締役は「申立人は、申立期間当時、取締役であったが、厚生年

金保険関係の事務への関与はなかった。」と供述していることから、申立

人が当該訂正処理に関与していたとは考え難い。 

   これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において当該訂正処理を



  

行う合理的な理由は無く、申立期間において標準報酬月額に係る有効な記

録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、

事業主が社会保険事務所に当初届け出た、平成６年７月及び同年８月は

53 万円に訂正することが必要である。 



  

埼玉厚生年金 事案 1928 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ所における

資格喪失日に係る記録を昭和 38 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を１万 4,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する

義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年３月 30 日から同年４月１日まで 

Ａ株式会社に継続して勤務していたが、同社Ｂ所から同社Ｃ支店に

転勤した際の１か月の厚生年金保険被保険者記録が欠落しているので、

当該記録を訂正してほしい。 

    （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を

求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 Ａ株式会社が保管する従業員名簿及び雇用保険の被保険者記録から判

断すると、申立人が同社に継続して勤務し（昭和 38 年４月１日にＡ株式

会社Ｂ所から同社Ｃ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認められる。 

 なお、異動日については、Ａ株式会社の従業員名簿によると昭和 38 年

４月１日発令とある上、同社の４月度従業員在籍者集計表には、Ｄから

Ｅへ転入した旨の記載があることから同年４月１日とすることが妥当で

ある。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｂ所

における昭和 38 年２月の社会保険事務所の記録から、１万 4,000 円とす

ることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か



  

については、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事

務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び

周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 1934 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められること

から、申立期間の標準報酬月額に係る記録を 50 万円に訂正することが必

要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 11 年 11 月１日から 15 年９月１日まで 

    社会保険庁の記録では、有限会社Ａに勤務していた期間のうち、平成

11 年 11 月から 15 年８月までの期間に係る標準報酬月額は、実際に受

け取っていた給与額及び控除されていた厚生年金保険料額から比較する

と、著しく低い金額になっていることから、提出した給与明細書に記載

されている保険料に基づいた標準報酬月額に訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の提出した給与明細書及び事業主の供述から、申立人は、申立期

間において、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。したがって申立期間の

標準報酬月額を 50 万円に訂正することが必要である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、36 万円の標準報酬月額に相当する報酬月額の届出を行ったこ

とを認めていることから、事業主が 36 万円を報酬月額として社会保険事

務所に届け、その結果、社会保険事務所は、申立人が主張する標準報酬月

額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が

納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場

合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は当該保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



  

埼玉厚生年金 事案 1935 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められること

から、申立期間の標準報酬月額に係る記録を 50 万円に訂正することが必

要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11 年 11 月１日から 15 年９月１日まで 

    社会保険庁の記録では、有限会社Ａに勤務していた期間のうち、平成

11 年 11 月から 15 年８月までの期間に係る標準報酬月額は、実際に受

け取っていた給与額及び控除されていた厚生年金保険料額から比較する

と、著しく低い金額になっていることから、提出した源泉徴収簿に記載

されている保険料に基づいた標準報酬月額に訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の提出した平成 15 年分給与所得に対する所得税源泉徴収簿等の

資料、同僚の給与明細書及び事業主の供述から、申立人は、申立期間にお

いて、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。したがって申立期間の標準報

酬月額を 50 万円に訂正することが必要である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、36 万円の標準報酬月額に相当する報酬月額の届出を行ったこ

とを認めていることから、事業主が 36 万円を報酬月額として社会保険事

務所に届け、その結果、社会保険事務所は、申立人が主張する標準報酬月

額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が

納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場



  

合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は当該保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 1936 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月

額を 41 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 13 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成５年７月１日から６年２月 28 日まで 

    社会保険庁からの連絡により、Ａ株式会社における平成５年７月１日

から６年２月 28 日までの期間に係る標準報酬月額が、同年３月 14 日に

実際の給料より低い額に訂正されていることが分かったので、訂正前の

標準報酬月額に戻してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁の被保険者資格記録照会回答票（訂正・取消済資格記録）に

おいて、申立人の申立期間に係るＡ株式会社における厚生年金保険の標準

報酬月額は、当初 41 万円と記録されていた。 

しかし、社会保険庁の記録では、Ａ株式会社が厚生年金保険の適用事業

所ではなくなった平成６年２月 28 日より後の同年３月 14 日付けで、申立

人、代表取締役社長及び専務取締役の３人の標準報酬月額が遡及
そきゅう

して減額

訂正されていることが確認でき、申立人の場合、５年７月から６年１月ま

での標準報酬月額は 41 万円から 16 万円に遡及
そきゅう

して減額訂正されているこ

とが確認できる。 

   また、閉鎖登記簿謄本によると、申立人は事業所の役員であったことが

確認できるが、遡及
そきゅう

訂正処理が行われた平成６年３月 14 日より以前の同

年２月 25 日に役員の職を辞していること及び職務経歴書により同年２月

25 日に当該事業所を退職していることが確認できる。 

さらに、複数の同僚が「社長は入院していたが、業務上の指示を出すこ

とは可能であり、経理に精通していた社長が腹心の部下である申立人に減



  

額訂正処理を指示したことはあり得る」と供述しており、申立人は、社会

保険事務について権限を有していなかったと考えられる。 

なお、代表取締役社長及び専務取締役に照会したが、二人からは回答を

得ることはできなかった。 

   これらを総合的に判断すると、当該処理を遡及
そきゅう

して行う合理的理由は無

く、標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められないことか

ら、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険

事務所に当初届け出た 41 万円にすることが必要であると認められる。 



  

埼玉厚生年金 事案 1937 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の株式会社Ａにおける申立期間①及び②に係る厚生年金保険の標

準報酬月額の記録については、申立人が主張する標準報酬月額であった

と認められることから、申立期間①のうち、平成５年７月から６年 10 月

までの標準報酬月額を 53 万円に、同年 11 月から７年３月までの期間及

び申立期間②の同年 11 月から８年９月までの標準報酬月額を 59 万円に

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 平成５年７月１日から７年４月 24 日まで 

             ② 平成７年 11 月１日から８年 10 月１日まで 

    社会保険庁からの連絡により、株式会社Ａにおける平成５年７月１日

から７年４月 24 日までの期間に係る標準報酬月額が同日に、また、７

年 11 月１日から８年 10 月１日までの期間に係る標準報酬月額が９年６

月２日に、それぞれ実際の給料より低い額に訂正されていることが分か

ったので、訂正前の標準報酬月額に戻してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、社会保険庁の被保険者資格記録照会回答票（訂

正・取消済資格記録）において、申立人の株式会社Ａにおける標準報酬

月額は、当初、当時の最高等級に相当する 53 万円と記録されていたが、

同社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった平成７年４月 24 日付

けで、同社の業務に従事していた者８人のうち申立人一人の標準報酬月

額が９万 8,000 円に遡及
そきゅう

して減額訂正されていることが確認できる。 

また、申立人から提出された給与明細書（平成５年７月から同年 10

月まで、６年４月から同年５月まで、同年８月及び７年１月から同年２

月まで）により、申立人が当時の標準報酬月額の最高等級に相当する厚

生年金保険料を給与から控除されていたことが確認できる。 



  

さらに、同社の商業登記簿謄本によると、申立人は、申立期間①当時、

同社の代表取締役二人のうちの一人であったことが確認できるが、事業

主照会に回答のあった同社のもう一人の代表取締役（以下「事業主」と

いう。）は、「自分が経営する株式会社Ａが申立人の経営していた会社

を吸収合併し、申立人を副社長待遇で迎えたが、営業上の配慮から、申

立人を二人目の代表取締役として登記した。申立期間①当時には、資金

繰りも苦しく保険料の滞納もあったので、申立人と相談して申立人のみ

標準報酬月額を遡及
そきゅう

して減額訂正した」と供述しており、申立人に実質

的な代表取締役としての権限があったとは認められない。 

加えて、同僚照会に回答のあった複数の元従業員は、ⅰ）同社の資金

繰りが苦しく社会保険料の滞納があったこと、ⅱ）同社の実権は事業主

にあったことを供述している。 

 

２ 申立期間②について、商業登記簿謄本及び被保険者記録照会回答票

（資格画面）により、申立人は、平成７年５月１日付けで再度厚生年金

保険の適用事業所となった株式会社Ａにおいて、８年９月５日に代表取

締役の職を解かれ、同年 10 月１日付けで被保険者の資格を喪失してい

ることが確認できる。 

また、申立人の標準報酬月額は、同社が厚生年金保険の適用事業所で

はなくなった平成９年３月 31 日以降の同年６月２日付けで、59 万円か

ら９万 8,000 円に遡及
そきゅう

して減額訂正されていることが確認できる。 

さらに、申立期間②に関して標準報酬月額が遡及
そきゅう

して減額訂正されて

いる者は申立人及び事業主の二人であるが、事業主は、当該減額訂正に

ついて申立人に伝えたかは「覚えていない」と供述している。 

 

３ これらの事情を総合的に判断すると、社会保険事務所において、当該

訂正処理を遡及
そきゅう

して行う合理的な理由は無く、標準報酬月額に係る有効

な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間①及び②に係る

標準報酬月額は事業主が社会保険事務所に当初届け出たとおり、申立期

間①のうち、平成５年７月から６年 10 月までは 53 万円、同年 11 月か

ら７年３月までの期間及び申立期間②の同年 11 月から８年９月までは

59 万円とすることが必要と認められる。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 1938 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ

株式会社）における資格喪失日に係る記録を昭和 44 年４月１日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額を３万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年３月 19 日から同年４月１日まで 

被保険者記録回答票によれば、Ａ株式会社に勤務していた期間におい

て、厚生年金保険の加入期間に空白があるが、人事異動による転勤をし

ただけであることから、申立期間について被保険者であったことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  事業主の回答、事業主から提出のあった人事通達及び雇用保険の被保険

者記録により、申立人が申立期間において、Ａ株式会社に継続して勤務し

ていたことが確認できる。 

そして、事業主からは、申立期間は、異動によって生じた空白期間で

あり、厚生年金保険料も控除していたと思われるとの回答があったこと

から判断すると、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 44 年２月の社会保険

事務所の記録から、３万円とすることが妥当である。  

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行について、

事業主は、申立人の異動に際し、申立人の厚生年金保険被保険者資格の

喪失日と取得日の手続に誤りがあったと供述している上、事業主から提

出された人事通達には、申立人の異動日が昭和 44 年３月 19 日となって



  

いることから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料について納入の告知を行

っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納

付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

  

 



  

埼玉厚生年金 事案 1940 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間のうち平成７

年９月から８年３月までの標準報酬月額を 50 万円に、同年４月及び同年

５月の標準報酬月額を 44 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 男 

基礎年金番号  ：  

生 年 月 日  ： 昭和 13 年生 

住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成７年９月１日から８年６月 30 日まで 

Ａ株式会社における申立期間の標準報酬月額について、平成７年９月

から８年３月までの標準報酬月額が 50 万円から 15 万円に、同年４月及

び同年５月の標準報酬月額が 44 万円から 15 万円に減額されているので、

元の額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録では、Ａ株式会社が厚生年金保険の適用事業所ではな

くなった平成８年６月 30 日に申立人も被保険者資格を喪失しているが、

当該資格喪失処理を行った同年８月７日に、７年 10 月１日付けの標準報

酬月額 50 万円の定時決定及び８年４月１日付けの標準報酬月額 44 万円の

随時改定が取り消された上で、７年９月１日まで遡及
そきゅう

して、標準報酬月額

が 15 万円に訂正されていることが確認できる。 

また、Ｂ健康保険組合（現在は、Ｃ健康保険組合）から提出された申立

人に係る健康保険の被保険者記録によると、平成７年 10 月１日付けの標

準報酬月額 50 万円の定時決定及び８年４月１日付けの標準報酬月額 44 万

円の随時改定は取り消されておらず、訂正前の社会保険庁の厚生年金保険

の標準報酬月額の記録と同額であることが確認できる。 

さらに、申立人は、当該訂正処理について関与しておらず、事業主から

説明を受けたことや同意を求められたことも無いとしており、同僚二人も、

申立人はＤ部長として業務を行っていたが、当該訂正処理には関与してい



  

ないと思うと供述している。 

これらを総合的に判断すると、当該訂正処理を遡及
そきゅう

して行う合理的な理

由は無く、申立人の申立期間に係る標準報酬月額について有効な記録訂正

があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額について

は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た標準報酬月額の記録から、平

成７年９月から８年３月までを 50 万円、同年４月及び同年５月を 44 万円

と訂正することが必要である。 



  

埼玉厚生年金 事案 1941 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間②に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主

張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間②の標準報

酬月額を 20 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 42 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 平成５年１月 31 日から同年６月１日まで 

             ② 平成５年６月１日から６年１月 31 日まで 

    申立期間①については、株式会社Ａ及びＢ株式会社に継続勤務してい

たが厚生年金保険の加入記録が無いので、被保険者であったと認めて

ほしい。また、申立期間②については、Ｂ株式会社における標準報酬

月額が８万円に減額されているので、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、申立人が、申立期間②当時勤めていたＢ株式会

社は、平成６年１月 31 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなって

おり、申立人も同日に被保険者資格を喪失しているが、申立人の標準報

酬月額は同日以降の同年４月５日に、５年 10 月１日の定時決定を取り

消した上で、同年６月から同年 12 月までが 20 万円から８万円に遡及
そきゅう

し

て訂正されていることが社会保険庁の記録により確認できる。 

    また、申立人は、営業社員のサポート業務に従事し、社会保険関係業

務は行っていないと主張しているところ、商業登記簿では申立人は役員

ではなく、同僚も、申立人は社会保険関係業務に関わっていないと供述

している。 

これらを総合的に判断すると、当該訂正処理を遡及
そきゅう

して行う合理的な

理由は無く、申立人の申立期間②に係る標準報酬月額について有効な記

録訂正があったとは認められないことから、申立人の申立期間②に係る

標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た標準報酬月額



  

の記録から 20 万円とすることが必要である。 

 

  ２ 申立期間①について、申立人は、株式会社Ａ及びＢ株式会社に継続し

て勤務していたと主張するところ、株式会社Ａは既に解散し、Ｂ株式

会社からは照会に対する回答が得られず（社会保険庁のオンライン記

録では休業となっている）、両社の当時の事業主からも申立内容につ

いて確認できない上、同僚からも申立人の勤務期間及び厚生年金保険

料の控除について、具体的な供述を得ることができなかった。 

また、社会保険庁のオンライン記録によると、株式会社Ａが厚生年金

保険の適用事業所ではなくなった日は平成５年２月 28 日、Ｂ株式会社

が適用事業所となったのは同年４月１日となっており、両社の厚生年金

保険の適用時期に１か月強の空白期間がある。 

なお、雇用保険の被保険者記録によると、申立人の株式会社Ａにお

ける被保険者資格喪失日は平成５年１月 31 日で、Ｂ株式会社における

被保険者資格取得日は同年６月１日となっており、申立人の両社にお

ける継続勤務は確認できない。 

    さらに、申立人が申立期間①に係る厚生年金保険料を両社のうちどち

らかの事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明

細書等の資料も無い。 

    このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無

い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険

料を両社のうちどちらかの事業主により給与から控除されていたと認め

ることはできない。 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 1942 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間①に係る標準

報酬月額を 41 万円に、申立期間②に係る標準報酬月額を 38 万円に訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 平成７年８月１日から９年１月 31 日まで 

             ② 平成 10 年１月１日から同年４月 21 日まで 

    Ａ株式会社に勤務していた申立期間①の標準報酬月額が 24 万円に減

額され、Ｂ株式会社に勤務していた申立期間②の標準報酬月額が９万

2,000 円に減額されているので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人が、申立期間①当時に勤めていたＡ株式

会社は、平成９年１月 31 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっ

ており、申立人も同時に資格喪失しているが、申立人の標準報酬月額は

適用事業所ではなくなった日かつ資格喪失日後である同年３月３日に、

申立人に係る７年８月１日の資格取得時決定及び８年 10 月１日の定時

決定を取り消した上で、７年８月から８年 12 月までの標準報酬月額

（41 万円と当初記録されていたもの）が 24 万円に遡及
そきゅう

して訂正されて

いることが社会保険庁の記録により確認できる。 

また、商業登記簿によると申立人はＡ株式会社で取締役に就いている

ところ、申立人は同社ではＣ業務を行っており、社会保険事務には関与

していないと主張しており、同僚も同様の供述をしている。 

２ 申立期間②について、申立人は、申立期間②に勤めていたＢ株式会社

で平成 10 年４月 21 日に厚生年金保険被保険者資格を喪失しており、同

日以降の 12 年７月 12 日に、申立人に係る 10 年１月１日の資格取得時



  

決定を取り消した上で、同年１月から同年３月までの標準報酬月額（当

初 38 万円と記録されていたもの）が９万 2,000 円に遡及
そきゅう

して訂正され

ていることが社会保険庁の記録により確認できる。 

また、申立人に係る雇用保険被保険者記録によると、申立人は、平成

10 年４月 20 日にＢ株式会社を離職しており、遡及
そきゅう

訂正処理日（12 年７

月 12 日）に他事業所における厚生年金保険被保険者記録があることが

確認できる。 

さらに、申立人はＢ株式会社ではＣ業の仕事をしており、社会保険事

務に関与していないと主張している上、事業主も申立人と同様の供述を

している。 

 

 ３ これらを総合的に判断すると、当該訂正処理を遡及
そきゅう

して行う合理的な

理由は無く、申立人の両申立期間に係る標準報酬月額について有効な記

録訂正があったとは認められず、申立人の両申立期間に係る標準報酬月

額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た標準報酬月額の記録から

平成７年８月から８年 12 月までは 41 万円、10 年１月から同年３月ま

では 38 万円とすることが必要である。 



  

埼玉厚生年金 事案 1943  

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月

額を平成５年３月から８年９月までは 26 万円、同年 10 月から９年７月ま

では 30 万円、同年８月から 10 年５月までは 41 万円に訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成５年３月３日から 10 年６月 30 日まで 

    有限会社Ａに勤務していた申立期間の標準報酬月額が減額されている

ので、訂正前の記録に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、申立期間当時勤めていた有限会社Ａは、平成 10 年６月 30 日

に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立人も同日に被保険

者資格を喪失しているが、申立人の標準報酬月額は適用事業所ではなくな

った日かつ資格喪失日後である同年 11 月２日に、申立人に係る５年３月

３日の資格取得時決定及び４回の定時決定（５年 10 月から８年 10 月ま

で）を取り消した上で、５年３月から６年 10 月までの期間が 26 万円から

８万円に、同年 11 月から８年９月までの期間が 26 万円から９万 2,000 円

に、同年 10 月から９年７月までの期間が 30 万円から９万 2,000 円に、同

年８月から 10 年５月までの期間が 41 万円から９万 2,000 円に遡及
そきゅう

して訂

正されていることが社会保険庁の記録により確認できる。 

   また、申立人は、有限会社Ａでは監査役という立場であるが、社会保険

事務についての権限は無く、標準報酬月額の訂正についても事業主から聞

いていないと主張しており、複数の同僚も申立人は社会保険事務について

権限は無かったと供述している。 

これらを総合的に判断すると、当該訂正処理を遡及
そきゅう

して行う合理的な理



  

由は無く、申立人の申立期間に係る標準報酬月額について有効な記録訂正

があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業

主が社会保険事務所に当初届け出た標準報酬月額の記録から平成５年３月

から８年９月までは 26 万円、同年 10 月から９年７月までは 30 万円、同

年８月から 10 年５月までは 41 万円に訂正することが必要である。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 1945 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主

張する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間

に係る標準報酬月額を 50 万円に訂正することが必要である。 

   

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 15 年生 

    住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 平成５年５月１日から６年５月 31 日まで 

   Ａ株式会社に在籍していた申立期間の標準報酬月額が、平成６年６月

15 日になって、９万 8,000 円に引き下げられているのはおかしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録により、Ａ株式会社が厚生年金保険の適用事業所では

なくなった平成６年５月 31 日以降の同年６月 15 日において、申立人の申

立期間に係る標準報酬月額が 50 万円から９万 8,000 円に減額訂正されて

いることが確認できる。 

   なお、申立人は、Ａ株式会社の代表取締役の妻であり、同事業所の商業

登記簿謄本により、同事業所設立時から平成 10 年６月までは取締役であ

ったが、代表取締役であった夫の死去に伴い同年７月に代表取締役に就任

したことが確認できる。 

   しかしながら、Ａ株式会社の複数の従業員の供述によると、申立人の常

勤的な勤務はみられないこと、及び社会保険関係の手続は事業主が行った

としていることから、申立人が当該減額訂正に関与していたことはうかが

えない。 

  これらを総合的に判断すると、当該処理を遡及
そきゅう

して行う合理的理由は無

く、標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められないことか

ら、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に

当初届け出た記録から、平成５年５月から６年４月までは 50 万円とする

ことが必要であると認められる。 



  

 

埼玉厚生年金 事案 1946（埼玉厚生年金事案 773 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間のうち、昭和 25 年 11 月に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立人の

Ａ株式会社における資格喪失日を 25 年 12 月１日に訂正し、同年 11 月の

標準報酬月額を 5,000 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男   

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 25 年 11 月 30 日から 26 年５月１日まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立期

間について欠落していることが判明した。Ａ株式会社には昭和 29 年 10

月１日に退職するまで継続勤務していた。前回の申立てでは認められ

なかったが、途中の欠落に納得できない。申立期間を被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、Ａ株式会社は既に適用事業所ではな

くなっており、事業主も死亡し申立てを裏付ける同僚等の供述も得られな

い上、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認

できる給与明細書等の資料も無いことから、既に当委員会の決定に基づく

平成 21 年３月 23 日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われ

ている。 

しかしながら、社会保険庁保管の厚生年金保険被保険者臺帳の記録によ

り、Ａ株式会社における昭和 25 年 12 月１日被保険者資格喪失記録が確認

できた上、同僚等から申立期間に勤務していた旨の供述が得られたことか

ら、当該事業所における申立人の資格喪失年月日を 25 年 12 月１日とし、

同年 11 月の標準報酬月額を申立人のＡ株式会社における同年 10 月の社会

保険事務所の記録から 5,000 円とすることが必要である。 

なお、昭和 25 年 12 月１日から 26 年５月１日までの期間については、



  

委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、こ

の、25 年 12 月１日以降の期間について、申立人は、厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことは認められない。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2436 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 39 年４月から 41 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名  ： 男 

        基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 昭和６年生 

    住 所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨等 

申 立 期 間  ： 昭和 39 年４月から 41 年３月まで 

昭和 39 年４月から 41 年３月までの国民年金保険料納付記録につい

て、Ａ社会保険事務所に照会したところ納付の事実が確認できないと

の回答であった。 

申立期間の国民年金保険料は、当時住んでいたＢ町(現在は、Ｃ市)

で妻が、夫婦二人分の加入手続をして保険料の納付を始めており、未

納であるというのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 38 年２月に結婚して、それまで住んでいたＤ区からＢ

町へ転居して、その妻が同町役場で国民年金の被保険者の加入手続をして、

月額 100 円くらいの保険料の納付を続けてきたことを記憶していると述べ

ており、申立期間以後において 60 歳の前月まで未納期間は無いことから、

国民年金の保険料納付意識は高かったと思われる。 

   しかし、Ｂ町役場ではⅰ)住所記録は保存期間を経過しており不明、ⅱ)

国民年金の被保険者名簿に記録は確認できない、ⅲ)国民健康保険の被保

険者の加入記録についても保存期間を経過して資料が無いことから不明と

回答しており、同町での国民年金の被保険者資格の取得について確認がで

きなかった。 

また、申立人の妻は、Ｂ町役場がＥ駅の北側にあり、長男を出産した

Ｆ病院がＧ署のそばにあったことや住居が駅の南側にあったことなどを

記憶しているものの、家計簿、確定申告書等申立期間の国民年金保険料

を納付していたことを示す関連資料が無く、納付場所のほかには納付金

額等を記憶していない。 



                      

  

さらに、社会保険庁の保管する記録によれば、申立人の国民年金手帳

記号番号は、申立期間後の昭和 41 年７月 30 日にその妻と連番でＨ市(41

年からＨ市に居住)において払い出されており、申立人の妻が夫婦の国民

年金の被保険者の資格取得届を同年７月 30 日以後にＨ市で手続したこと

が推認されるところ、申立人の妻の納付記録も申立人と同様 41 年４月か

らとなっている。 

加えて、氏名検索結果でもほかに国民年金手帳記号番号が払い出され

た形跡は無い。 

 このほか、申立期間において国民年金保険料の納付をうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2438 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54 年４月から 57 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女  

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日  ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 昭和 54 年４月から 57 年３月まで 

申立期間については、２度目の会社を退職した時に、知人に勧められ

てＡ市役所で国民年金の加入手続を行い、市役所で保険料を計算しても

らい６万円から 10 万円の範囲内で翌日納付し、２度目の会社退職後は

未納期間が無いと認識していた。未納とされていることに納得がいかな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、２度目の会社を退職した後の昭和 54 年４月に、知人に勧め

られてＡ市役所で国民年金の加入手続をした際、市役所で申立期間の国民

年金保険料を計算してもらい、翌日、６万円から 10 万円の範囲内で保険

料を一括納付したとしているが、申立人の国民年金手帳記号番号から推定

できる国民年金への加入時期は 58 年２月から同年３月ごろであり、その

時点では、申立期間の一部は時効により納付できない期間となる上、申立

期間の保険料を納付した場合の保険料額は 13 万 8,840 円となり申立人が

納付したとする６万円から 10 万円の範囲内と相違している。 

また、申立人は、昭和 58 年 10 月に申立期間直後の昭和 57 年度の保険

料をさかのぼって一括納付しており、その金額は６万 2,640 円となるため、

申立人が納付したとする保険料額６万円から 10 万円の金額の範囲内とな

ることから、当該納付を申立期間の保険料の納付と混同している可能性が

ある。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付した事実を示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）や周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2439 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 56 年４月から 58 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女  

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日  ： 昭和 32 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56 年４月から 58 年６月まで 

大学卒業後の昭和 56 年４月ころ、Ａ区へ転居した際、Ａ区役所で国

民年金への加入手続を行い、国民年金保険料を納付していた。 

また、昭和 58 年４月にＢ市へ転居後もＢ市Ｃ所で同様の手続を行い、

保険料を納付していた。申立期間が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、大学卒業後の昭和 56 年４月ころ、Ａ区役所で国民年金への

加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付し、58 年４月にＢ市

へ転居した後もＢ市Ｃ所で住所変更手続を行い、申立期間の国民年金保険

料を納付したとしているが、Ａ区役所及びＢ市Ｃ所での国民年金手帳記号

番号の払出し及び納付状況が確認できない。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号から推定できる国民年金への加入

時期は昭和 61 年８月ころであり、その時点では、申立期間の保険料は時

効により納付できず、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もみ

られない。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2440 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 38 年 10 月から 41 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

        氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年 10 月から 41 年３月まで 

     申立期間の国民年金保険料については、母がＡ区役所へ行き、私の分

の国民年金への加入及び保険料の納付をしているはずなので、未納とな

っていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料について、その母がＡ区役所で国

民年金に加入し、保険料を納付したとしているが、Ａ区における申立人の

加入記録及び納付記録については確認できない上、国民年金への加入及び

保険料の納付を行ったとする母は既に他界していて証言が得られないこと

から、国民年金への加入及び保険料の納付状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号から推定できる国民年金への加入

時期は、Ｂ市（現在は、Ｃ市）へ転居した後の昭和 59 年１月であり、そ

の時点では、申立期間の保険料は時効により納付できない期間である。 

さらに、申立人の申立期間における保険料の納付を裏付ける関連資料

（家計簿、確定申告書等）や周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2442 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45 年８月から 54 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年８月から 54 年６月まで 

    申立期間の国民年金保険料は、前の会社を退職した後、父親が経営す

る会社で働いていたが、その会社は厚生年金保険の適用事業所ではなか

ったので、自分で国民年金に加入し保険料を納付してきたはずであり、

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 45 年８月に会社を退職した後、自分で国民年金の加入

手続をして申立期間の国民年金保険料を納付したはずであると主張してい

るが、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出されたのは申立期間後半の

昭和 52 年５月であり、その時点では、申立期間の大部分は時効により納

付できない期間及びさかのぼって納付する期間となるため、申立人の主張

と相違しており、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた形跡も見

当たらない。 

   また、申立人の申立期間に係る国民年金保険料の納付方法、納付時期等

についての記憶が曖昧
あいまい

である上、その妻も申立期間のうち、結婚していた

昭和 45 年８月から 48 年２月までの期間は未納となっている。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2443 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年４月から 56 年３月までの期間、56 年 10 月から 58

年３月までの期間、平成４年８月から７年１月までの期間及び８年４月か

ら９年２月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 55 年４月から 56 年３月まで 

             ② 昭和 56 年 10 月から 58 年３月まで 

             ③ 平成４年８月から７年１月まで 

             ④ 平成８年４月から９年２月まで 

    申立期間の国民年金保険料は、亡くなった妻が納付してくれたはずで

あり、未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、申立期間①から④までの国民年金保険料をその妻が納付し

たはずであると主張しているが、妻は既に他界していて証言が得られず、

保険料納付状況が不明である上、妻は国民年金に加入していない。 

 また、Ａ市の被保険者名簿によれば、申立期間②に引き続く昭和 58 年

４月から同年６月までの国民年金保険料を、時効直前の 60 年５月 29 日

に納付していることが確認できることから、当時、保険料の納付が定期

的に行われていなかったものと認められる。 

さらに、申立期間③に引き続く平成７年２月から８年３月までの期間

及び申立期間④に引き続く９年３月から 12 年１月までの期間は、保険料

の申請免除期間となっていることから、申立期間③及び④の国民年金保

険料を納付することが困難な経済的事情があったものと考えられる。 

加えて、申立期間①から④までを通じ、申立期間の保険料を納付した

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



                      

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2444 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43 年６月から 52 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 43 年６月から 52 年 12 月まで 

    申立期間の国民年金保険料は、昭和 46 年３月に結婚するまでは母親

が納付し、結婚後は妻が当初は婦人会の集金人に納付し、その後はＡ町

役場（現在は、Ｂ市）及び金融機関で納付したはずであり、未納とされ

ていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料については、昭和 46 年３月に結

婚するまでの期間は母親が納付し、結婚後はその妻が納付したはずである

と主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出されたのは

55 年６月であり、その時点では、申立期間は時効により保険料を納付で

きない上、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた形跡も見当たら

ない。 

   また、申立人が結婚するまでの期間の国民年金保険料を納付したという

母親は既に他界しており、かつ、申立人の妻の保険料納付に関する記憶も

曖昧
あいまい

であり、当時の保険料の納付状況が不明である。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2445 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 56 年 10 月から 57 年５月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 17 年生   

    住    所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56 年 10 月から 57 年５月まで 

    申立期間の国民年金保険料については、昭和 56 年 10 月にＡ市に転居

した後、しばらくしてＡ市役所Ｂ出張所で再加入の際、担当者に過去の

未納分をさかのぼって納付できることを確認し、義母からお金を借り納

付したので、申立期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料について、会社を退職して昭和

56 年 10 月にＡ市に転居した後、しばらくして、Ａ市役所Ｂ出張所で国民

年金に再加入した際、担当者に過去の未納の国民年金保険料をさかのぼ

って納付できることを確認し義母から借金して納付したとしているが、

申立人の申立期間はその夫が厚生年金保険に加入中であり、任意加入期

間となるため、さかのぼって保険料を納付することは制度上できないこ

とから、申立人が申立期間の保険料を納付できたとは考え難い。 

また、申立人が保管している申立期間直後の昭和 57 年６月及び同年７

月の保険料領収書によれば、昭和 57 年度１年分の納付書兼領収書の様式

から 57 年６月及び同年７月以外の各月を消去して作成した形跡が認めら

れ、申立期間のうちの 57 年４月及び同年５月の保険料を納付したのであ

れば、当該領収書から 57 年４月及び同年５月を消去しないはずであり、

当該期間の保険料を納付したとするのは不自然である。 

さらに、申立人が国民年金保険料を借りたとする義母は既に他界し証

言が得られず、申立期間の保険料の納付を裏付ける関連資料(家計簿、確

定申告書等)も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2447         

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年４月から 52 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 49 年４月から 52 年３月まで 

申立期間の国民年金保険料は、私が、夫の分と一緒に納付しており、

夫は納付となっているのに、私のみ未納とされていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その夫とともに、Ａ市役所で夫婦一緒に国民年金の加入手続

を行い、申立期間の国民年金保険料は、申立人自身が、夫の分とともに納

付したとしているが、夫から加入手続に関する申述が得られず、申立人及

びその夫の国民年金手帳記号番号から推定できる国民年金への加入時期は、

夫が昭和 49 年５月であるのに対し、申立人は 52 年 10 月と時期が乖離
か い り

し

ており、52 年 10 月の時点では、申立期間は時効により納付できない期間

及びさかのぼって納付する必要がある期間となるが、申立人はさかのぼっ

て納付した記憶は無いとしている上、別の国民年金手帳記号番号が払い出

された事情も見当たらないことから、申立人の国民年金への加入状況及び

保険料の納付状況が不明である。 

また、申立期間直後の昭和 52 年４月から同年 12 月までについて、申

立人及びその夫が保管していた各々の保険料領収書によれば、保険料を

納付した金融機関及び納付日が申立人と夫で相違しており、当時、夫婦

一緒に保険料を納付したとは認め難く、申立期間の保険料を夫が納付済

みであっても、申立人が納付しているとは推認できない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）や周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2448         

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 40 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 36 年４月から 40 年９月まで 

申立期間のうち、Ａ町に居住していた昭和 36 年４月から 40 年３月

までの期間は、町内会の組合長が毎月国民年金保険料の集金に来たの

で、月額 150 円の保険料を納付した。その後、Ｂ町に転居し、40 年４

月から同年９月までの期間は、同町の集金人が毎月国民年金保険料の

集金に来て納付したので、申立期間について、国民年金が未加入及び

保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その夫が昭和 36 年４月にＡ町役場で国民年金の加入手続を

行い、申立人が申立期間の保険料を毎月集金人に納付したと主張してい

るが、申立人の国民年金手帳記号番号がＡ町で払い出された形跡が無い

上、夫は既に他界していて証言が得られず、申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）

も見当たらない。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出されたのは、Ａ町から

Ｂ町へ転居した後で、申立期間直後の昭和 40 年 10 月であり、その時点

では、申立期間は任意加入期間であるため、さかのぼって保険料を納付

できず、その一部は時効により納付できない期間でもあることから、申

立期間の保険料を納付できたとは考え難く、別の国民年金手帳記号番号

が払い出された形跡もみられない。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2449 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45 年 10 月から 48 年 12 月までの期間及び平成 14 年４月

の付加保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年 10 月から 48 年 12 月まで 

② 平成 14 年４月 

昭和 44 年８月にＡ院を辞めたが、翌年の 11 月ころにＢ村役場の職員

が自宅に来た際、母が国民年金の加入手続をしてくれ、保険料は役場の

徴収員に支払っていた。45 年 10 月から付加保険料制度が始まることを

知り、徴収員の勧めもあったので納付するようになった。 

昭和 47 年５月に結婚してからＣ市やＤ市に移った時も付加保険料を

続けて支払っていたが、Ｂ村とＣ市の時の 39 か月分とＤ市での 1 か月

分の付加保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、申立の当初は、昭和 45 年 11 月ごろ

にその母が国民年金の加入手続をしたとしているが、その後、会社を辞

めた後の 44 年９月ごろに加入手続をしたとしており、申立人の記憶は

あいまいである上、申立人の付加保険料の加入手続や納付を行ったとす

るその母は既に他界しており、加入手続や納付の状況が不明である。 

また、社会保険事務所の特殊台帳から申立人の付加保険料納付の申出

が昭和 49 年１月に行われていることが確認できる上、申立人が所持す

る年金手帳からも申立期間の付加保険料が納付されたことをうかがわせ

る形跡は見当たらない。 

   

２ 申立期間②について、申立人の付加保険料納付の申出が平成 14 年４

月に行われていることが確認できるが、申立期間②の国民年金保険料は

納期限が過ぎた同年６月に納付されており、この時点では申立期間の付



                      

  

加保険料は制度上納付することができない。 

 

３ 申立期間①及び②の付加保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無いほか、保険料が納付されていたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   

  ４ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の付加保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2450 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年５月から 38 年４月までの期間及び 45 年４月から 54

年８月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年５月から 38 年４月まで 

         ② 昭和 45 年４月から 54 年８月まで 

国民年金制度発足時の昭和 35 年 10 月ころ、父が私の将来を心配して

Ａ村役場で加入手続をしてくれ村の徴収員に保険料を納付していた。そ

の証拠に年金手帳の印紙検認台紙には割り印が押され、印紙欄は切り取

られている。 

結婚後の昭和 38 年５月からは自分で支払ったが、加入当初の２年間

と会社勤めを辞めた後の 10 年間が未納となっていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、その父が国民年金制度発足時に加入

手続をして保険料をＡ村役場（現在は、Ｂ市役所）で納付したと主張し

ているが、特殊台帳及び申立人が所持する国民年金手帳により昭和 36

年５月１日に被保険者資格を喪失していることが確認できることから、

申立期間は未加入期間となり国民年金保険料を納付できない期間である。 

 また、申立人は、申立人が所持する年金手帳の印紙検認台紙に割り印

が押されていることをもって国民年金保険料が納付された証明になると

主張しているが、当該割り印は、保険料の納付の有無にかかわらず印紙

検認台紙を手帳から切り離す際に押されるものである。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、国民年金保険料をＣ市役所へ納付し

たと申述しているが、特殊台帳及び申立人が所持する国民年金手帳によ



                      

  

り昭和 44 年３月 23 日に被保険者資格を喪失していることが確認できる

ことから、申立期間は未加入期間であり、保険料は納付できない期間で

ある。 

  また、申立人が所持する年金手帳の昭和 44 年１月から同年３月まで

の検認印欄には検認印が無い上、申立人が所持するＣ市発行の国民年金

保険料預かり証書により同年５月６日に同年１月及び同年２月の保険料

が過年度納付されたことが確認できることから、このころに市の窓口で

資格喪失手続が行われたと推認される。 

 さらに、申立期間は 113 か月と長期間であり、これだけの期間にわた

って行政側の記録管理に不備があったとも考え難い。 

 

３ 申立人が、申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、このほか保険料が納付

されていたことをうかがわせる周辺事情も無い。 

 

４ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2451 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58 年 12 月から 59 年３月までの国民年金保険料について

は、還付されていないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日  ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 58 年 12 月から 59 年３月まで     

    昭和 58 年 12 月から 59 年３月までの国民年金保険料を納付後に厚生

年金保険と重なって納めたことを当時分かったが、将来受け取る年金に

加算されるものと思っていた。最近、その分が還付されていることを知

ったが還付を受けた覚えがなく納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する領収証書から、申立人が申立期間の国民年金保険料

を納付したことが確認できるものの、申立期間は厚生年金保険被保険者

期間であることから、申立期間の国民年金保険料が還付されることにつ

いて不自然さは無い。 

また、社会保険事務所の特殊台帳には、還付処理された期間、還付金

額及び還付決定年月日が明確に記載されており、この記載内容に不合理

な点は無く、このほか、申立人に対する国民年金保険料の還付を疑わせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を還付されていないも

のと認めることはできない。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2455 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 37 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和 13 年生 

    住    所 ：  

             

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 昭和 36 年４月から 37 年３月まで 

夫婦二人で靴店を営んでいて、国民年金制度が始まったので、老後の

生活を安定させるために、昭和 36 年３月ごろに夫婦で加入手続を行っ

た。昭和 36 年４月から二人分の保険料を集金に来る近所の方に現金で

支払っていたので、申立期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36 年３月に夫婦で国民年金に加入したと主張している

が、申立人及びその夫の国民年金手帳記号番号は 39 年５月２日に連番で

払い出されており、手帳記号番号払出時点では、申立期間は時効により保

険料を納付できない期間である上、申立人が所持している国民年金手帳の

昭和 36 年度(申立期間)の印紙検認記録欄に検認印が押されておらず、検

認台紙の切り離しに際しての割り印も検認印ではなく契印が押されている

ことから、同期間は現年度での保険料が納付されていなかったと推認され

る。 

また、申立人は結婚前の昭和 35 年 12 月６日にＡ村において、申立人の

両親と連番で手帳記号番号が払い出されているが、申立人はこの手帳記号

番号での納付の記憶は無いとしている。 

さらに、申立人は近所の集金人に夫婦の国民年金保険料を納付したとし

ているが、Ｂ市では納付組織による納付が始まったのは昭和 38 年 10 月か

らであるとしており、申述とは符合しない。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）が無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせ



                      

  

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2456 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 40 年４月から 45 年３月までの期間、46 年４月から 48 年

７月までの期間及び 49 年４月から同年８月までの期間の国民年金保険料

については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 40 年４月から 45 年３月まで 

             ② 昭和 46 年４月から 48 年７月まで 

             ③ 昭和 49 年４月から同年８月まで 

    私は、20 歳になった昭和 41 年４月ごろに国民年金の加入手続を行い、

Ａ区役所から毎月送られてきたハガキを郵便局に持って行き現金で保険

料を納付してきた。時々は納付しなかった期間があるが、納付済期間が

１年間だけというのは納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間①について、申立人は 20 歳到達時の昭和 40 年４月ごろ国民年

金の加入手続を行い、Ａ区役所から毎月送られてきたハガキを郵便局に持

参して保険料を納付していたと申し立てているが、申立人の国民年金手帳

記号番号は前後の任意加入被保険者の国民年金手帳記号番号の払出日から

44 年６月に払い出されていることが確認でき、払出時点からすると申立

期間の一部は時効により納付することはできない期間であり、別の手帳記

号番号が払い出された形跡もうかがわれない。 

 申立期間①、②及び③について、申立人は国民年金保険料を毎月納付し

たと申し立てているが、申立人が納付したとするＡ区役所では申立期間当

時、保険料を３か月分まとめて収納しており、申立内容とは異なっている

上、申立人が納付したとする保険料額は、当時の保険料額とは大きく相違

している。 

さらに、申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（日記、家計簿等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうか



                      

  

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 

 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2457 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 37 年２月から 42 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 37 年２月から 42 年３月まで 

    私の夫が、婚姻後に私の国民年金の加入手続をし、国民年金保険料を

納付してくれた。今回、私の年金記録に未納期間が見付かったが、私の

年金納付記録に未納期間があることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その夫が申立人の国民年金の加入手続をし、保険料を納付し

てくれていたので未納期間があるはずはないと主張しているが、申立人の

国民年金手帳記号番号は昭和 42 年７月に払い出されており、払出時点か

らすると、申立期間の大部分は時効により納付できない期間であり、別の

国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

また、申立人自身は国民年金の加入手続及び保険料納付に関与しておら

ず、その夫からも病気のため申述を得ることはできず、保険料の納付状況

は不明である上、申立期間について保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）も無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2458 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50 年７月から 56 年１月までの国民年金付加保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日  ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 50 年７月から 56 年１月まで     

    申立期間当時は、Ａ店を開業しており休むことができなかったため、

夫に有給休暇を使ってもらい、Ｂ町役場（現在は、Ｃ市役所）で国民年

金の加入手続と付加年金の申出をしてもらった。定額保険料以外に付加

保険料も納付していたので、申立期間の付加保険料が未納とされている

ことに納得できない。               

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ店を開業しており休むことができなかったため、その夫

に有給休暇を取ってもらい、Ｂ町役場で国民年金の加入手続と付加年金

の申出をしてもらうとともに以後、保険料と付加保険料を納付してもら

っていたと主張しているが、保険料を納付したとする申立人の夫の付加

保険料納付期間に係る記憶は曖昧
あいまい

であり、申立人の夫が申立期間の付加

保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）も

無い。 

また、申立人自身は国民年金保険料の納付に関与していないため、納

付状況は不明である上、Ｂ町の被保険者名簿及び社会保険事務所の特殊

台帳の付加年金加入日の記録が一致しており、行政側の記録に不自然さ

は見られない。 

さらに、申立人は、申立期間当時の国民年金保険料は３か月で１万円

から１万 5,000 円であったと供述しているが、当該保険料額は、記録上、

申立人が付加保険料の納付を開始した昭和 56 年ごろの保険料と符合して

いることから、56 年当時の記憶と混同している可能性も否定できない。 

加えて、申立人の口頭意見陳述においても、国民年金の加入及び国民



                      

  

年金保険料の納付状況等について、当初の申立て以上に具体的な申述が

得られなかった。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金付加保険料を納付していたも

のと認めることはできない。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2461 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43 年７月から 54 年３月までの期間及び平成 12 年６月の

国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43 年７月から 54 年３月まで 

② 平成 12 年６月 

私が 20 歳になった時、母が国民年金の加入手続をしてくれた。母は、

姉と私の保険料を毎月集会所に持参して納付してくれていたが、60 歳

少し前に亡くなった。それ以後、私が私と姉の二人分の国民年金保険料

を集会所に持参し納付した。 

昭和 55 年ごろからはＡ銀行(現在は、Ｂ銀行)に国民年金保険料を振

り込んでいたが、しばらくしてＣ銀行に替えた。このように確実に納付

していたのに申立期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は 20 歳になった時、その母が国民年金

の加入手続をしてくれ、母が申立人の姉と申立人の保険料を毎月集会所

に持参して納付してくれており、母が他界した昭和 52 年５月以後は、

申立人が申立人と姉の二人分の国民年金保険料を集会所に持参し納付し

ていたと申し立てているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、54 年

８月 31 日に払い出されており、払出時点からすると、52 年４月以前は

時効により納付できない期間であり、別の手帳記号番号が払い出された

形跡も見当たらない。 

  また、申立人は、国民年金の加入手続や保険料納付に関与しておら

ず、関与したとするその母は、既に他界しており納付状況が不明であ

る。 

 

２ 申立期間②について、社会保険庁の記録によると、申立人は、平成



                      

  

12 年６月 30 日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失し、同年７月１日

に国民年金の被保険者資格を取得していることから、申立期間は、国

民年金未加入期間となり保険料は納付できない。 

 

３  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的

に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたも

のと認めることはできない。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 2462 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51 年４月から 53 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名  ： 女 

基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所  ：      

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 51 年４月から 53 年３月まで  

昭和 53 年ごろ、Ａ市からＢ市に住民票を移したが、申立期間の国民

年金保険料については、Ａ市役所で過去にさかのぼって数回納付した記

憶があり、申立期間が未納となっていることに納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

     申立人は、昭和 51 年４月から 53 年３月までの国民年金保険料をＡ市役

所で納付したとしているが、Ａ市の国民年金被保険者名簿には、51 年７月

28 日にＡ市からＢ市に転出した記録があることから、51 年７月以降の保

険料はＡ市役所で納付することはできない。 

また、申立人は、Ａ市役所で申立期間の国民年金保険料を過去にさかの

ぼって数回納付した記憶があるとしているが、Ａ市の国民年金被保険者名

簿には、昭和 46 年から 49 年までの間に複数回過年度納付している記録が

あることから、このころの納付の記憶と申立期間の納付とを混同している

可能性も否定できない。 

さらに、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料(家計簿、確定申告書等)は無く、ほかに納付したことを示す周辺事

情も認められない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 1909 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名  ：  男 

基礎年金番号  ：   

生 年  月 日  ：  昭和６年生 

住    所  ：   

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立  期 間 ：① 昭和 29 年ごろから 30 年末まで 

                   ② 昭和 31 年ごろから 35 年末まで 

申立期間①は、Ａ区の先輩の下で修業をしている時にＢ株式会社がＣ

地でＤを建設するため大工を募集していることを知り、応募してＣ地の

Ｅ(現在は、Ｃ県Ｆ市)で働いた。話をまとめたのは、Ｇ地のＨさんとい

う人であった。 

申立期間②は、Ｃ地の仕事が終わってＩ地へ戻りＪ区のＫ店で働いて

いた。 

申立期間①について、給与明細書は残っていないが給与から厚生年金

保険料を控除されていたはずであり、申立期間②は、勤めてしばらくし

て事業主の母が「５人になったので社会保険に加入する。」と言ってい

たことを記憶しており、いずれも厚生年金保険に加入していたはずであ

ることから、被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人の申立期間①について、Ｂ株式会社はＣ地のＥで昭和 27 年か

ら 28 年にＤ建設工事が１件あったことが確認されたと回答しており、

申立期間②の事業主であったＬ氏は、「弟（Ｍ氏）がＣ地から帰ってき

た際にＤ工事で一緒に働いて友達になったと言って申立人を連れてき

た。」と回答していることから、申立人がＣ地でＤ建設工事に従事(期

間は、不明)していたことがうかがえる。 

しかし、Ｂ株式会社は、「Ｃ地でＤ建設工事に従事した社員は当時同

社のＮ支店に所属していたが、同社の社員名簿及び厚生年金保険の被保

険者名簿に申立人の記録は確認されなかった。」と供述しており、社会



  

保険事務所で保管するＢ株式会社Ｎ支店のオンライン記録の調査でも申

立期間①について記録は確認できなかった。 

また、Ｂ株式会社は、「Ｃ地のＤ建設工事従事者は、現地採用者や下

請会社が多数あり当該事業所の名簿や社員名簿は同社に保存されておら

ず不明である。しかし、職種が大工補助とのことから、下請会社に雇用

されていたと思われる。」と供述している。 

さらに、申立人は、Ｄを建設するため大工の募集の話をまとめていた

とするＧ地のＨさんについては名前を覚えていないことから氏名検索が

できず、友達であったＭ氏は故人であり、申立人はほかに同僚を記憶し

ていないことから、これらの同僚に対し照会をすることができなかった。 

このほか、申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は無い。 

 

２ 申立人の申立期間②について、Ｋ店の事業主は、「申立人は、弟がＣ

地から帰ってきた際にＤ工事で一緒に働いて友達になったと言って連れ

てきて、それから結婚する(婚姻届は、昭和 38 年＊月＊日)まで勤務し

ていた(期間は、不明)。」と供述していることから、期間の特定はでき

ないものの、申立人がＫ店に継続して勤務していたことがうかがわれる。 

しかし、Ｋ店の事業主は「売上も社員も少なかったので厚生年金保険

の適用事業所の届出をしておらず、厚生年金保険及び健康保険には加入

していなかったことから、国民健康保険(国民年金は、昭和 36 年４月以

降)に加入するよう勧め、自身もＯ健康保険に加入していた。」と供述

しているところ、事業主の氏名検索を実施したが、申立期間②について

厚生年金保険の被保険者記録は確認できない。 

また、「Ｋ店」は、昭和 36 年１月 25 日に「有限会社Ｋ店」と登記さ

れていることから、社会保険庁の保管する記録について同名又は類似の

事業所検索で、Ｐ地所在の「Ｋ店」は 14 事業所が確認されたが、申立

人の記録は確認されなかった。 

さらに、事業主のＬ氏及び役員であった事業主の弟のＱ氏の氏名検索

を行ったところ、いずれも国民年金の記録が確認できず同じく役員であ

ったＲ氏は不明である上、申立人は同僚の名前を記憶していないことか

ら同僚照会ができない。 

このほか、申立期間②における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は無い。 

 

３ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金

保険料を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはで



  

きない。     



  

埼玉厚生年金 事案 1911 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 60 年５月 25 日から 63 年５月 28 日まで  

    前職時代に一緒に勤務していてＡ株式会社に転職した先輩の紹介で、

昭和 60 年５月 25 日から平成５年５月 20 日まで同社に勤めていたが、

昭和 63 年５月 28 日からの加入記録しか無い。申立期間も被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   公共職業安定所の記録では、申立人の主張する勤務開始日と半年程度の

ずれはあるものの、申立人は、昭和 61 年１月１日からＡ株式会社におい

て雇用保険に加入していること及び申立人の記憶している同僚は、申立人

の入社時期と多少のずれがあるものの同じ時期に入社したとしていること

から、申立人は申立期間の一部において同社に勤務していたことが推認で

きる。 

しかしながら、申立人をＡ株式会社に紹介したとしている先輩は既に死

亡しているため、勤務実態等について供述を得ることができなかった。 

   また、Ａ株式会社では、同社が保有している「被保険者資格取得確認及

び標準報酬決定通知書」には、申立人の主張する勤務開始日である昭和

60 年５月の前後６月ぐらいの期間における申立人の記録は無いとしてい

る。 

さらに、社会保険事務所のＡ株式会社に係る事業所別の被保険者名簿に

は申立人の氏名は無く、整理番号に欠番も無い。 

   加えて、Ａ株式会社では、「Ｂ届」により平成５年に退職した事実は確

認できるが、発行の時期については確認することができなかったことから

勤務開始日は不明としている。 



  

   なお、同僚に照会したところ、回答のあった６人のうち４人は試用期間

があったと供述している上、入社日を回答してきた９人のうち２人は入社

日から３か月後に厚生年金保険に加入していることが確認できた。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



  

埼玉厚生年金 事案 1912 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  ① 昭和 33 年 10 月 25 日から 35 年２月ごろまで 

             ② 昭和 35 年 10 月１日から 36 年 10 月１日まで 

申立期間はＡ社に通算して２年以上勤務していたのに、厚生年金保険

の加入記録は１か月のみとなっている。当時の同僚も覚えているので、

申立期間において被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   同僚の供述により、期間の特定はできないものの、申立人は両申立期間

においてＡ社に勤務していたことがうかがえる。 

一方、社会保険事務所が保管するＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿（マイクロ原票）の「Ｂ」（昭和 36 年 10 月１日資格取得、同年

11 月 25 日資格喪失）の記録が申立人のものと確認され、平成 20 年 10 月

20 日付けで申立人の記録として統合が行われているが、当該統合された

期間以外の両申立期間において同名簿に申立人に係る被保険者名は無く、

健康保険番号の欠番も無い。 

また、同僚照会を行ったところ、同僚の一人は給与明細書を所持してい

るものの、ⅰ）その給与明細書に発行年が記載されておらず、年月が特定

できないこと、ⅱ）当該同僚は、申立人と給与金額は同じではなかったと

している上、給与計算は日当のときもあったが、請負の歩合制によるとき

もあったと供述していること、ⅲ）当該同僚は、Ａ社に３年ほど勤務して

いたと主張しているものの、被保険者記録照会回答票によると、厚生年金

保険の加入は１年９か月の期間であり、当該同僚が勤務していたとする期

間の一部しか記録が無いこと、などから判断すると、申立人と当該同僚の

給与等が同様であったとは認められず、申立人が両申立期間において事業



  

主により給与から厚生年金保険料を控除されていたことの確認ができない。 

さらに、このほか回答があった同僚３人の厚生年金保険の加入記録は、

Ａ社に１年ほど勤務していたとする二人のうち、一人は１か月の期間、一

人は５か月の期間で、２年ほど勤務していたとする一人は１か月の期間と

なっており、いずれも当該同僚が勤務していたとする期間のうち、一部の

期間しか記録が無い。 

これらを総合的に判断すると、Ａ社では申立期間当時において、勤務し

ていた期間すべてを厚生年金保険の被保険者期間としていなかった事情が

うかがわれる。 

加えて、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当

時の事業主も高齢でかつ病気のため記憶を失くしていることから、申立内

容の事実を確認できる関係資料や供述を得ることができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



  

埼玉厚生年金 事案 1914 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住 所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 36 年７月 12 日から 37 年５月１日まで 

    記録上の脱退手当金支給対象事業所となっている二つの事業所のうち

Ａ株式会社については受け取った記憶があるが、Ｂ有限会社の脱退手当

金は受け取っていない。手続は一度Ｃ地に勤めていたときは自分でした

が、Ｄ地に出てきてからは脱退手当金の手続はしていない。Ｂ有限会社

の脱退手当金は受け取っていないので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、社会保険庁の記録上、申立期間と合算して脱退手当金が支給

されたこととなっている申立期間以前に勤務した期間については、脱退手

当金を申立期間以前に受給したと主張しているが、申立期間以前に脱退手

当金の支給記録は無いほか、申立期間のＢ有限会社のみでは厚生年金保険

被保険者期間が 10 か月しかなく、当時の厚生年金保険法の規定では脱退

手当金の請求が可能な被保険者期間を満たしておらず、申立期間のみで脱

退手当金を請求・受給することは制度上できないなど、申立期間以前に勤

務した期間のみの脱退手当金を受給していたことをうかがわせる事情は無

く、申立人の主張は不自然である。 

   また、申立期間に係る厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金が支

給されたことを示す「脱」の表示がある上、オンライン記録上、申立期間

後に申立期間とそれ以前の期間を基礎として支給されており、同一の被保

険者記号番号で管理されている申立期間とそれ以前の期間を支給期間とし

た脱退手当金に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはう

かがえないほか、申立人から聴取しても、申立期間を含む脱退手当金を受

給したことを疑わせる事情は見当たらない。 



  

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 1915（事案 580 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ：  女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ：  昭和 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ①  昭和 35 年 12 月１日から 36 年３月 31 日まで 

  ②  昭和 36 年４月７日から 37 年３月５日まで 

  ③  昭和 38 年 12 月１日から 45 年 10 月 26 日まで  

    65 歳になり年金受給手続をした際に、脱退手当金が支給されている

ことを初めて知った。昭和 46 年８月 13 日に住所と氏名を変更するた

めに社会保険事務所へ行っただけなので、厚生年金保険被保険者証に

脱手の印を押されたとは気付かなかった。脱退手当金の請求をした覚

えはないので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、申立人が現在も所持している厚生年

金保険被保険者証に「Ａ46．８．13 脱手」と押印されていること及び申

立期間の脱退手当金が昭和 46 年８月 26 日に支給決定されていることを踏

まえると、脱退手当金の請求に併せて氏名変更の手続が行われたと考える

のが自然であるとして、既に当委員会の決定に基づき、平成 21 年２月 16

日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

申立人は、脱退手当金を受給していないことを示す資料として新たに昭

和44年12月にＢ地のペンション用地を購入した際の領収書等の写しを提出

したが、当時の経済的な余裕の有無を判断する資料とはなるものの、これ

は委員会の当初の決定を変更すべき事情とは認められず、その他に委員会

の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 1926 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録につ

いては、訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 平成８年７月１日から 10 年８月 26 日まで 

    社会保険庁の記録では有限会社Ａにおける平成８年７月から 10 年７

月までの標準報酬月額が、10 年８月の記録訂正処理によって 36 万円か

ら９万 2,000 円に引き下げられているのはおかしいので、調査の上、標

準報酬月額を元の金額に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、標準報酬月額の遡及
そきゅう

訂正処理日において有限会社Ａの代表取

締役であったことが社会保険庁のオンライン記録や同社の商業登記簿謄本

等により認められる。 

また、社会保険庁のオンライン記録により、申立期間の標準報酬月額

については、当初、平成８年７月から 10 年７月まで 36 万円と記録され

ていたところ、同社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった日（10

年８月 26 日）後の同年８月 31 日付けで、８年 10 月及び９年 10 月の定

時決定を取り消した上で、８年７月から 10 年７月までの 25 か月間の標

準報酬月額がさかのぼって９万 2,000 円に訂正されていることが確認で

きる。 

さらに、申立人は申立期間の標準報酬月額の遡及
そきゅう

訂正については知ら

ないと主張しているところ、申立期間当時、同社の社会保険事務所に対

する諸手続は申立人本人が行っていたとしていること、及び厚生年金保

険の適用事業所ではなくなった当時、かなりの金額の社会保険料の滞納

があり、社会保険料納付について社会保険事務所に出向き、担当者と何

回か打合わせをしたとしていることなどから、申立人は、本件厚生年金



  

保険関係の事務に直接に関与し、申立人の同意により申立期間の遡及
そきゅう

訂

正が行われたと考えるのが自然である。 

なお、Ｂ社会保険事務局によると、申立人及び有限会社Ａに係る関係

資料については保存期間経過のため存在しないとし、月額変更届や算定

基礎届が遡及
そきゅう

訂正処理されていることについて不適切な処理がなされた

かどうかは判断できないとしている。 

これらの事情を総合的に判断すると、会社の業務を執行する責任を負

っている代表取締役である申立人は、会社の業務としてなされた当該行

為について責任を負うべきであり、自ら標準報酬月額の減額処理に関与

しながら、当該減額処理が有効なものではないと主張することは信義則

上妥当でなく、申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額の記録に

係る訂正を認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 1927 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 12 年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 31 年８月１日から 38 年３月１日まで 

Ａ所を退職する時、直属の課長から「厚生年金保険は、次に勤める時

に継続するので、一時金として受取らないほうがよい。」と言われ、申

立期間の脱退手当金を受給しなかった。昭和 48 年に国民年金に加入し

たが、特例納付ができることを聞き、申立期間直後の 38 年３月の国民

年金保険料を特例納付したのに、申立期間が脱退手当金を受給した記録

になっているのは信じられない。申立期間の厚生年金保険の記録を訂正

してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間に勤務していたＡ所Ｂ工場の被保険者名簿において、

申立人の氏名等が記載されているページとその前後８ページに記載されて

いる女性の厚生年金保険の記録を調査したところ、43 名が当該事業所を

退職後に脱退手当金を受給しており、そのうち、38 名が 12 か月以内に支

給決定されていることなどを踏まえると、申立人についても事業主による

代理請求がなされたものと考えられる。 

また、申立人は、昭和 50 年７月に国民年金の加入手続を行い、48 年 10

月から国民年金保険料の納付を開始し、特例納付により国民年金保険料を

さかのぼって納付できることを知り、特例納付をしたと申し立てていると

ころ、国民年金加入時期において、国民年金の受給資格を取得するのに最

低 300 月の保険料納付期間等が必要であり、60 歳到達までに必要な 18 か

月分を特例納付したものと考えられることを踏まえると、申立期間は脱退

手当金として支給されたため、受給資格に必要な期間として算入されなか

 



  

ったものと考えられる。 

さらに、申立人の被保険者名簿には脱退手当金の支給を意味する「脱」

の表示がされているとともに、申立期間の脱退手当金は３か月以内に支給

されており、一連の事務手続に不自然さはうかがえず、申立人から聴取し

ても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことを

うかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 1929 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 22 年９月 11 日から 23 年９月１日まで 

   昭和 22 年９月 11 日から平成元年４月 21 日までＡ株式会社（現在は、

Ｂ株式会社）に継続して勤務していたが、申立期間が厚生年金保険被

保険者期間から抜けているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ株式会社の在職証明書及び人事記録から、申立人は昭和 22 年９月

11 日から平成元年４月 20 日まで同社に継続して勤務していることが確

認できるものの、社会保険庁の記録によると、申立人が申立期間当時勤

務していたＡ株式会社Ｃ支店は、昭和 23 年７月１日に厚生年金保険の新

規適用事業所となっており、申立期間の初期の期間は適用事業所ではな

いことが確認できる。 

また、同支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、昭

和 23 年７月１日以前に被保険者資格を取得した者はおらず、申立人の厚

生年金保険の記号番号は、23 年９月１日付けで被保険者資格を取得した

同僚７人と一連のものとなっている。 

さらに、同僚からは、申立期間において厚生年金保険料が控除されて

いたことをうかがわせる供述等を得ることができなかった上、申立人は、

申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことについての記憶は

定かでないと供述しており、かつ、保険料の控除を確認できる給与明細

書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する



  

と､申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 1930 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 59 年１月から同年５月まで 

             ② 昭和 59 年６月から 60 年２月まで 

             ③ 昭和 61 年２月から同年４月まで 

  社会保険事務所の記録では、昭和 62 年２月５日から株式会社Ａで

厚生年金保険に加入したことになっているが、申立期間①は株式会社

Ｂに、申立期間②は株式会社Ｃに勤務した。また、申立期間③はＤ株

式会社に勤務していた。いずれの期間も未加入となっているので、調

査して厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、株式会社Ｂは既に事業を廃止し、当時の事業

主に照会したところ、厚生年金保険の届出をしていないとの回答があ

り、社会保険事務所が保管する事業所別被保険者名簿から当該事業所

は昭和 59 年 11 月 12 日に厚生年金保険の適用事業所になっており、申

立期間①においては、厚生年金保険の適用事業所ではないことが確認

できる。 

また、社会保険庁のオンライン記録で上記新規適用時に被保険者で

あったことが確認できる上、所在の確認ができた二人に照会したが、

回答を得ることができないことから、申立人の申立期間①での在籍が

確認できない。 

さらに、申立人の当該事業所での雇用保険の加入記録を確認するこ

とができない。 

加えて、申立人が申立期間①において厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無



  

い。 

 

２ 申立期間②について、株式会社Ｃは昭和 59 年９月 21 日に厚生年金

保険の適用事業所ではなくなっており、当時の事業主の名前も明らか

でなく、商業登記もないことから、事業主に照会することもできず、

申立人の申立期間②当時の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況につ

いて確認することができない。 

また、社会保険庁のオンライン記録により上記適用事業所ではなく

なった時に被保険者であったことが確認できる上、所在の確認ができ

た同僚５人に照会したが回答を得られず、申立人の申立期間②当時の

勤務状況等について確認することができなかった。 

さらに、申立人の雇用保険の記録が昭和 59 年 11 月１日から株式会

社Ａで加入となっていることから、同社での勤務が推認できるが、社

会保険事務所が保管する事業所別被保険者名簿で同社が厚生年金保険

の適用事業所となった 60 年２月５日に被保険者資格を取得したことが

確認できる上、所在の確認ができた同僚５人は株式会社Ｃが適用事業

所ではなくなったときに照会した５人と同一であり回答を得られず、

申立人の申立期間②当時の勤務状況等について確認することができな

かった。 

加えて、申立人が申立期間②において厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無

い。 

 

３ 申立期間③について、社会保険庁のオンライン記録で、申立期間③

にＤ株式会社の被保険者であったことが確認できる上、所在の確認が

できた同僚５人に照会し二人から回答を得て、そのうち一人が申立人

の名前を記憶していたことから、期間の特定はできないものの、申立

人が同社に勤務していたことがうかがえるが、事業主からは、同社は

試用期間が３か月あり、その後社員に登用しており、申立人の申立期

間③は試用期間内だけであるため、人事記録は残っておらず、厚生年

金保険には加入させていなかったとの回答を得た。 

また、申立人の当該事業所での雇用保険の加入記録を確認すること

ができず、このことは前述の事業主の回答を裏付ける内容である。 

さらに、申立人が申立期間③において厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無

い。 

 

４ このほか、申立人のすべての申立期間における厚生年金保険料の控



  

除について確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

 

５ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、すべての申立期間に係

る厚生年金保険料を各事業主により給与から控除されていたことを認

めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 1931 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間   ： 昭和 47 年１月１日から 48 年１月１日まで 

    厚生年金保険の加入記録について照会したところ、申立期間について

厚生年金保険の加入記録が抜けていることが判明した。当該期間につい

ては、Ａ株式会社に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者であっ

たことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間においてＡ株式会社にパート社員として勤務してい

たと申し立てているが、同僚は、勤務実態について不明としている上、事

業主は、申立てどおりの厚生年金保険の資格取得及び資格喪失の届出、保

険料の納付等については不明であると回答しており、申立ての事実を確認

することができない。 

   また、回答のあった同僚は、パート社員の場合、５年以上勤務しなけれ

ば厚生年金保険に加入させてもらえなかったと供述しており、当時の顧問

社会保険労務士は、「当該事業所はＢ業のため、パート社員が多数いた」

と回答している。 

さらに、社会保険事務所が保管している事業所別被保険者名簿には、

申立人の氏名は見当たらず、健康保険証の番号に欠番も無い。 

加えて、申立人がＡ株式会社に勤務したとしている期間については、

雇用保険の加入記録も無い。 

なお、申立期間に係る給与明細書等の資料が無いことから、申立人が

給与から厚生年金保険料を控除されていたことを確認することができな

い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見



  

当たらない。 

   これらの申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。    



  

埼玉厚生年金 事案 1932 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間   ： 昭和 48 年 10 月 30 日から 49 年８月 31 日まで 

    厚生年金保険の加入記録について照会したところ、厚生年金保険の加

入記録が１か月のみであった。１か月で辞めたことはない。当該期間に

ついては、有限会社Ａに勤務していたので、厚生年金保険の被保険者で

あったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間において有限会社Ａに勤務していたと申し立ててい

るが、同僚の多くは「申立人は、勤務はしていたが、期間や勤務実態につ

いては不明である」としている上、当時の事業主からは、文書照会及び電

話による照会に対して全く回答が無く供述を得られないため、申立ての事

実を確認することができない。 

   また、社会保険庁の記録によると、申立人は、昭和 48 年 10 月 30 日

（資格喪失日）からは国民年金に加入し、保険料を納付していることが確

認できる。 

   さらに、申立人が有限会社Ａに勤務したとしている期間については、雇

用保険の加入記録も無い。 

なお、申立期間に係る給与明細書等の資料が無いことから、申立人が

給与から厚生年金保険料を控除されていたことを確認することができな

い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

   これらの申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。    



  

埼玉厚生年金 事案 1933 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 37 年４月 10 日から 41 年 10 月 20 日まで 

 社会保険庁の記録によると、Ａ株式会社Ｂ支店に勤務していた全期間

が欠落しているので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間において、外務員としてＡ株式会社Ｂ支店に勤務し

ていたとしているものの、同僚によると、外務員は厚生年金保険に非加入

であったと供述している上、当該事業所は破産により消滅しており、申立

人の勤務実態等を確認できる資料は無く、申立人の当該事業所での雇用保

険の被保険者記録も無い。 

   また、社会保険庁の記録から、申立人には、国民年金手帳番号が昭和

37 年 11 月ごろに払い出された上、同年 11 月分から 41 年 10 月分まで国

民年金保険料が納付されたことが確認できる。 

さらに、申立人は、申立期間当時から国民年金の加入及び納付を知って

いたとしている。 

なお、申立人は当該事業所において支給された給与から厚生年金保険料

が控除されていたかどうかについて、「わからない」としている。 

   このほか、申立人が申立期間において、厚生年金保険料の控除を確認で

きる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 1939 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主

張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 52 年 10 月１日から 53 年７月１日まで 

    私は、株式会社Ａ（現在は、株式会社Ｂ）に昭和 52 年５月 18 日に入

社し、試用期間後の同年９月から正社員として勤務していた。この際、

給与が 15 万円から 20 万円に昇給し、さらに 53 年４月に定期昇給によ

って 22 万円となったことを記憶している。一方、社会保険庁の記録で

は、52 年 10 月から 53 年６月までの標準報酬月額が 11 万円となってい

るが、11 万円では生活不可能であり、何かの誤りであると思われる。

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、社会保険庁の記録では、昭和 52 年５月に資格を取得した時

の標準報酬月額が 15 万円であるにもかかわらず、その後の同年 10 月の

定時決定において 11 万円に減額されており、入社後まもなく給料が下が

った記憶は無いことから不自然であると申し立てている。 

しかし、社会保険事務所が保管していた申立人の厚生年金保険被保険

者原票は、申立人の標準報酬月額の記載内容に不自然な点は無く、社会

保険庁のオンライン記録とも一致している上、さかのぼって標準報酬月

額の訂正が行われた形跡も無い。 

また、事業主が保管していた申立人に係る昭和 53 年度分の給与支払報

告書の「社会保険料の金額」欄に記載された額は、申立人の主張する標

準報酬月額を基に仮に算定した社会保険料控除額よりもやや低額である。 

さらに、事業主は、申立期間に係る給与額や厚生年金保険料の控除額

が分かる賃金台帳等の資料を保有していないことから、申立人の申立期



  

間の標準報酬月額及び保険料控除額について確認することができないと

している。 

このほか、申立ての事実をうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、事業主は申立人の給与から社会保険庁の記録どおりの標準報

酬月額に見合う厚生年金保険料を控除していたと考えるのが自然であり、

申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 1944 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 62 年５月上旬から 63 年８月末日まで 

             ② 昭和 63年 10月中旬から平成４年９月末日まで  

    厚生年金保険の加入記録について照会したところ、申立期間①及び②

について厚生年金保険の加入記録が無いことが判明した。申立期間①当

時はＡ株式会社（現在は、Ｂ株式会社）Ｃ店にＤとして勤務しており、

同じパートの人が厚生年金保険に加入していた。また、申立期間②当時

は株式会社Ｅ（現在は、株式会社Ｆ）のＧ店にパートとして勤務してい

て保険料を引かれていたと思うので、当該期間を被保険者期間と認めて

ほしい。          

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、事業主の回答及び申立人提出の写真により、申

立人が申立期間の一部期間において、Ａ株式会社Ｃ店に勤務していたこ

とは推認できる。 

しかしながら、事業主は、当時の厚生年金保険料の控除に関する資料

は保存されておらず、保険料を控除したか不明であるとしており、申立

人の意向で同僚に照会できないなど、申立人の申立期間の保険料控除に

ついては確認できない。 

また、事業主は、社会保険に加入させるＤ業については、筆記試験と

面接を受けて合格する必要があるとしているところ、申立人は筆記試験

を受けた記憶は無いと説明している。 

なお、社会保険庁のオンライン記録によると、申立期間①に国民年金

保険料納付が確認できる。 

さらに、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ 



  

れていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

 

２ 申立期間②について、事業主提出の社会保険対象者一覧表及び給与台

帳、雇用保険の被保険者記録等により、申立人が、申立期間の一部期間

において、株式会社ＥのＦ店にＤとして勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、上記の社会保険対象者一覧表の申立人に係る「厚生年

金ＮＯ」欄に番号の記載は無く、事業主が提出した申立期間の一部期間

の給与台帳の「厚生年金」欄にも保険料の記載が無い。 

なお、社会保険庁のオンライン記録によると、申立期間②に国民年金

保険料納付が確認できる。 

また、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

 

３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険

料を各事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 1947 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 21 年生 

    住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 41 年 11 月１日から 46 年３月 31 日まで 

    厚生年金保険の加入記録について照会したところ、申立期間について

厚生年金保険に加入していた事実が無い旨の回答を社会保険事務所から

もらった。当時は、Ａ区のＢ株式会社に住み込みで働きながら、大学の

二部に通学していました。同社には、妻帯者の従業員もおり、何らかの

保険には加入していたと思うので、再調査をお願いします。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人は、Ｂ株式会社の所在地や業務内容を記憶しており、期間の特定

はできないものの、申立人が同社に勤務していたことはうかがえるが、社

会保険事務所の記録から同社が厚生年金保険の適用事業所になっているこ

とが確認できない。 

  なお、Ｃ法務局Ｄ所交付の同社の登記簿謄本により、同社は昭和 36 年

12 月５日に会社設立し、57 年３月 31 日に解散していることが確認できる

が、謄本に記載された代表取締役及び役員の年金記録を社会保険庁の記録

から特定することはできない。 

  また、申立人は同僚の姓のみしか記憶していないことから、同僚の調査

を行うことができず、申立期間における事業主による厚生年金保険料の控

除及び同僚の年金記録を確認することができない。 

さらに、謄本に記載された代表取締役の住所に申立てに係る照会の文

書を送付するも、宛先不明で返戻され、申立期間における厚生年金保険

料の控除について確認することができない。 

加えて、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料も無い。 

 



  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 1948 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主

張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年 10 月１日から８年７月 31 日まで 

社会保険庁の記録では、平成７年 10 月から８年７月までに係る標準

報酬月額が 41 万円となっているが、当時の賃金台帳の報酬月額に基づ

く標準報酬月額は 59 万円となるので、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が主張する標準報酬月額の相違について、事業主は、入社時の

初回賃金を誤って低い賃金で支給し、翌月の給与において賃金を訂正し

て前月分の清算を行ったが、その際、標準報酬月額の訂正届出が漏れ、

翌年の定時算定基礎届出時まで低い標準報酬月額となったことを認めて

いる。 

しかしながら、事業主が保管していた賃金台帳上の保険料控除額を基

に算定した標準報酬月額と、社会保険庁の記録上の標準報酬月額は一致

しており、申立期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の

控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について、申立人が、厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 1949                   

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額の記録につい

ては、訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成４年 12 月１日から５年５月 31 日まで 

社会保険事務所からの連絡により、代表取締役を務めていた株式会

社ＡのＢ社における厚生年金保険被保険者期間のうち、平成５年６月

において、標準報酬月額が４年 12 月まで遡及
そきゅう

して８万円に引き下げら

れていることがわかった。 

申立期間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録では、申立人が代表取締役を務めていた株式会社Ａ

のＢ社は平成５年５月 31 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくな

っているところ、申立人の標準報酬月額は同日以降の同年６月 21 日に

遡及
そきゅう

して４年 12 月から５年３月までの期間が 50 万円から８万円に訂正

されていることが確認できる。 

また、社会保険庁の記録及び登記簿謄本において、減額訂正時におけ

る同社の被保険者及び取締役は申立人一人であり、かつ、申立人が同社

の清算人であることが確認できる。 

さらに、申立人は社会保険事務手続を担当していたと供述している。 

そのほか、申立人の標準報酬月額を示す当時の給与明細書、賃金台帳な

どの資料は見当たらない。 

これらの事情を総合的に判断すると、会社の業務を執行する責任を負

っている代表取締役である申立人は、会社の業務としてなされた行為に

ついては責任を負うべきであり、自ら標準報酬月額の減額処理に関与し

ながら、当該減額処理が有効なものではないと主張することは信義則上

妥当でなく、申立期間について厚生年金保険の標準報酬月額の記録に係

る訂正を認めることはできない。 

 


